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1.序論 
本論文は、学校図書館における広報についての研究をまとめたものである。特にウェブ
サイトを利用した広報と、従来から現在まで存続してきた学校図書館広報の現状と課題を
明らかにし、双方の広報における効果の考察を行う。そして、今後の時代にふさわしいと
考えられる学校図書館広報の形態はウェブサイトを利用した広報であると提唱し、ウェブ
サイトを利用した学校図書館広報について考察を深める。 
 
1.1 研究の背景と目的 
 学校図書館の利活用に対する重要性は戦後間もなくから訴えられてきたが1、学校図書館
の活用が十分に行われていないという事実はこれまでの研究報告や事例からも明らかであ
る2。また、近年では、学校によって学校図書館の充実度に格差が生じていることも指摘さ
れている3。そのため、学校や教育委員会に学校図書館の重要性の認識が十分に形成されて
おらず、地方自治体の学校図書館の充実に関する施策の実施には格差が見られる。こうし
た学校図書館の現状を改善していくためには、学校図書館の利活用のより一層の充実と同
時に、学校図書館に対する学校や教育委員会の認識を高めていくための働きかけを行って
いくことが必要であると考える。 
これらの働きかけの中で、後者の学校図書館の認識を高める方法に着目すると、その一
つとして学校図書館の広報活動が挙げられる。学校図書館における広報とは、学校図書館
の存在意義そのものを高度なものにするための活動である4。学校図書館における広報の意
義としては、学校図書館の新しい状況を知らせ、その機能についての関心や理解を深める
ということ、図書やその他の資料と、その組織化の状態を紹介して、利用を促進させ、資
料利用の意欲と能力を高めることの 2 点が挙げられる5。つまり、学校図書館における広報
の役割には、利用者の図書館への関心や理解を深めることと利用の促進の 2 つの側面があ
るといえる。 
広報の方法は学校によって様々だが、近年では、時代の変化に合わせた学校図書館ウェ
                                                  
1 久米井束.教育の全体計画と學校圖書館.学校図書館. 1950,創刊号, p.9-9. 
2 堀川照代. 学校図書館を活用した教育/学習の意義. 明治大学図書館情報学研究会紀要. 
2012 ,no.3,p.2-11.   
3 宇原郁世.学校図書館職員像をめぐって:市民は何を期待し,職員はどう考えてきたか(シリ
ーズ・21 世紀の図書館を展望する・4).図書館界.2002,vol.53,no.3.p.526-535. 
4 室状武,高桑康雄,瀬戸真.新学校図書館事典.初版.第一法規出版株式会社.1983, p.222-222. 
5 室状武,高桑康雄,瀬戸真.新学校図書館事典.初版.第一法規出版株式会社.1983, p.222-222. 
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ブサイトの充実を図る学校も登場し始め、既に学校図書館の中でウェブサイトの活用を積
極的に取り入れ、広報の形態を電子化させて学校図書館の活用を積極的に図っている学校
もある6。豊福晋平（2005）7によると、学校ウェブサイトには「学校の自律性と活動実績を
世間一般に示す唯一かつ最も効果的な手段で、掲載内容は社会に対して開かれているもの」
いう前提があり、学校側がウェブサイトを通じて校内の情報を社会に発信するという事に
は、学校の活動実績等を校内外に向けて効果的に発信することができるため、学校の社会
的認識を高める上で複数の利点が期待できるとしている。具体的には、学校の内部透明化
の実現、社会的な学校への関心と支持の獲得が可能となること、ウェブサイトの更新頻度
による情報の信憑性の向上が見込まれるということである。また、学校ウェブサイトが実
力をつければ、マスコミが担って来た学校の現実の報道に頼らずに、「学校の現実」を直接
発信することが可能となる。そこで、学校図書館も学校と同様にウェブサイトを活用した
広報を充実させることで、学校内外の学校図書館の認識や運営・活用を向上するための多
様なサービスが提供できるのではないかと考える。 
 しかし、学校図書館の運営や ICT 教育の充実度に一貫性が見られない我が国においては、
ネットワーク設備の充実，図書館担当者や教員のウェブサイトに関する専門知識の不足、
予算の確保、公開する広報の内容の範囲の決定といった多くの課題が現存する8。例えば、
2011 年度から改訂され始めた小・中高等学校の新学習指導要領において、情報教育のさら
なる充実がはかられた。現行の学習指導要領の内容を踏まえれば、現代の情報化社会にお
いて、子どもたちが情報の収集・整理・発信を適切に行えるよう、教員が積極的に情報モ
ラル教育を実現し、そのための知識を深めていくことが理想であると解釈できるが、平成
25 年度において、ICT 教育の指導力に自信がある教員の人数の平均は 80％に満たない。し
かも、ICT 教育に関連する研修を受講した教員はわずか 28.2％で、広報手段の認識の在り
方以前に、日本の ICT 教育における認識自体が非常に低いということがわかる9。また、学
                                                  
6 信達久美子.いきいき学校図書館:大阪府立佐野高等学校.学校図書館.2012,no.744,p.70-70 
7 豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評価
としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
8 文部科学省. “教員の ICT 活用指導力.”Adobe 
PDF.http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/__icsFiles/afieldfile/2013/09/17/133
9524_02.pdf,(参照 2014-09-18). 
9 文部科学省. “教員の ICT 活用指導力.”Adobe 
PDF.http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/__icsFiles/afieldfile/2013/09/17/133
9524_02.pdf,(参照 2014-09-18). 
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校図書館ウェブサイトを所有する学校は確実にあるのだが、そういった積極的な情報提供
をしている学校数は決して多いとは言えない10。また、そういった状況を踏まえると、学校
図書館の本来の目的を理解し、児童・生徒に発信したり、教育活動を行っている教職員の
数も少ないのではないかといった課題も考えられる。 
 こういった現状の裏付けとして、豊福晋平が運営している日本の学校ウェブサイトを集
めた i-learn.jp「日本の学校」というウェブサイトで学校ウェブサイトの評価を用いた調査
結果がある。i-learn.jp「日本の学校」において、登録済みの学校の全体数のうち、約半数
が 1 年間に一度も更新をおこなっていないという結果である11。ウェブサイト上での充実し
た学校広報の実践件数は非常に少ない。その中でも、学校図書館ウェブサイトを所有して
いる学校数はより少ないと考えられよう。ウェブサイトによる学校広報が充実していない
中で、学校図書館の広報をウェブサイトの活用によって充実させるということは更に難し
いというのが学校の現状であろう。 
 しかし、豊福晋平が指摘するように、ウェブサイトという手段で学校の広報活動を行う
ことには複数の期待を見込める可能性が高い。本稿では、ウェブサイトを利用した学校広
報に期待される点に着目し、学校図書館の重要性を明確にするために、学校図書館の広報
の方法を見直すことが必要であると考える。また、現代社会において様々なメディアが電
子化され、情報教育の重要性が高まっている教育環境の中で学習を深めている子どもたち
が将来保護者となった時代に学校の広報形態が大きく変化し、更に電子化が進む可能性を
考えると、学校の広報活動の方法の 1 つとしてウェブサイトを利用した広報活動について
調査し、問題点や利点を明らかにする必要もある12。こういった指摘は、学校図書館の広報
においても同様であろう。 
そこで、本稿では、学校図書館の利用者や学校関係者の学校図書館の役割や意義につい
ての認識を高めるため、広報の現状と課題を明らかにし、ウェブサイトを利用した広報の
効果を考察することを目的とする。 
 
                                                  
10 金沢みどり.小学校における新しい教育の方法と技術:小学校図書館 Web サイトの構築と
活用を通じて.人文・社会科学論集.2012,no,30, p.1-26. 
11 豊福晋平.オンラインデータベースを利用した学校ホームページ群の客観的評価 : ホー
ムページ評価の課題と更新履歴情報による活性化度評価.年会論文集. 2002,no.18,p.45-46. 
12 豊福晋平.学校ウェブサイトの利用者意識調査.日本教育工学会研究報告
集.2008,no,2,p.35-40. 
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1.2 研究の方法 
 本研究では、本調査の一つ目として文献調査を行う。本研究において学校図書館の広
報の現状を明らかにする上で、学校図書館広報について、広報を受ける対象者、本稿で用
いる用語に関する定義・意義等を明確にする必要がある。また、学校図書館における歴史
的概要の把握や、学校図書館ウェブサイトの事例調査の対象校の選出、事例調査で用いる
評価基準を作成するための参考文献の決定を行うために文献調査を行う。また、文献調査
で獲得したその他の知識は、他の調査結果の分析や考察を検討する際の参考にする。 
二つ目に、学校図書館ウェブサイトの事例調査を行い、現在の日本の学校図書館のウェ
ブサイトが、学校図書館の利活用においてどれだけ広報の役割を担うことができているの
かを明らかにするために、「学校図書館の情報発信」と「ウェブサイトユーザビリティ」の
2 つの視点から評価を行う。評価は、中原道高が定めた「図書館の Web ページに期待でき
る内容の例」と、仲川薫らが定めたウェブサイトにおけるユーザビリティーに関する 7 因
子 21項目から成る評価スケールのうちの必要項目を参考にし、筆者が評価基準を作成する。
そして、その評価基準に基づいて、学校図書館ウェブサイトの評価を行う。事例調査を行
う上では、先行研究として挙げた豊福晋平の論より、「学校ウェブサイト運営にはフィード
バックが必要」という点を念頭に置き13、ウェブサイトを活用した学校図書館の広報の対象
として、学校図書館の利用者による認識の在り方も視野に入れなければならないであろう。  
三つ目に、実際の学校図書館における広報の現状を明らかにするための聞き取り調査を
行う。聞き取り調査は、筆者が調査対象校あるいは調査対象校の学校図書館に直接訪問し
学校図書館担当者からインタビュー形式で学校図書館広報に関する質問を行う。 
これらの一連の調査結果から、現在の日本の学校図書館広報について考察を行う。学校
図書館広報の中でも、特にウェブサイトを利用した学校図書館広報を中心とした考察を行
いたいと考える。 
 
1.3 先行研究 
 本節では、本研究において修士論文を執筆するにあたり、重要となる根拠が明らかにな
っている文献とその要約をまとめる。 
 
                                                  
13 豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評
価としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
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(a)豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評
価としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
「学校ウェブサイト運営にはフィードバックが必要」であるという指摘から、学校ウェブ
サイトは外部からのフィードバックが行われにくいといった事実があることが判り、そこ
から、ウェブサイトの質の向上が見込まれにくいといった問題点が浮上する。そこで、学
校ウェブサイトのフィードバックは学校関係者の協力が必要であるのならば、学校図書館
ウェブサイトを作成した場合においても、社会的認識を向上させるためには地方自治体と
の連携協力が必要であるという事の根拠となると捉える。 
 
(b) 豊福晋平 . 学校ウェブサイトの利用者意識調査 . 日本教育工学会研究報告
集.2008,no,2,p.35-40. 
「学校ウェブサイトの活動実績が長年無かった事で、保護者にとって学校ウェブサイト
は広報手段の一つとして認識されておらず、保護者にとって学校の様子を知る手段として
印刷配布物が揺るぎない情報源である」といった指摘から、情報化社会を生きる現代の子
どもが保護者となる時代には、ウェブサイトを用いた広報形態が、現代の紙媒体の広報形
態と同程度に受け入れられるのではないかといった考察に繋げることができる。 
 
(c)豊福晋平.学校広報に対する一般社会人の意識調査 2014 年調査結果その 1.情報処理学会
研究報告.コンピュータと教育研究会報告.2014,vol.125,no.8,p.1-6. 
現代の保護者にとって有力な広報形態とは紙媒体によるものであり、ウェブサイトを用
いた広報の認識は、その他の広報形態と比較して最下位である。しかし、スマートフォン
を所持している保護者は、ウェブサイト形式の広報が、スマートフォンを所持していない
保護者よりも認識されているという点が、論を展開させる上で重要な結果となると考える。 
 
(d) 豊 福 晋 平 . 学 校 広 報 と 教 育 : 学 校 と 保 護 者 と の 信 頼 関 係 の 構 築 . 情 報 処
理.2013,vol.54,no.5,p.524-527. 
i-learn.jp「日本の学校」における学校ウェブサイトの評価の仕組みの理解に繋がるため、
学校ウェブサイト抽出調査を行う上での先行研究として挙げる。また、i-learn.jp「日本の
学校」の学校ウェブサイトの評価を用いた調査結果は、問題点を考察する上で重要である。 
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1.4 本稿において用いる用語・対象の定義 
本研究を行うにあたり、明確にしておくべき用語と対象が 6 つある。学校図書館の重要
性を認識すると考えられる「社会」の範囲、学校図書館ウェブサイトから広報を受ける対
象者、本稿の題目にもある「社会的認識」の意味、図書館における広報の定義・意義、学
校図書館ウェブサイト抽出調査の対象校、学校図書館ウェブサイトの定義である。そのた
め、学校図書館をとりまく社会の範囲を明確にする必要がある。そこで、本章では、明確
にすべき 5 つの事項について文献調査を行う。 
また、本節では、あらかじめ学校図書館ウェブサイト事例調査の際に参考にする、
i-learn.jp「日本の学校」のウェブサイトについての概要を補足的に述べる。 
 
(1)本稿における「社会」の範囲 
まず、本稿で対象とする「社会」の範疇を定めるため、社会の定義について扱っている
文献の要約をまとめる。さらにそこから明らかになった事実から、本稿における「社会」
の範疇の検討と考察を行う。 
 
(a)日本国語大事典 第二版 編集委員会.日本国語大辞典 第六巻.小学館. 第二版.2001, 
p.1077-1077. 
 社会という言葉には広義の意味合いにおいては、「人々の集まり。」という説明が付され
ている。また、「人間にとって所与である自然に対して、人間がその意志的な行為を通じて
つくりだしたものの総体」といった説明が付されている辞典もある14。しかし、教育機関を
とりまく社会を考えると、広範囲な意味合いに及ぶものよりも、あくまで通学圏内や市区
町村内といった地域に限定されていると考えられよう。したがって、教育機関が広報を受
ける際の社会という言葉の範疇としては、「一般的に、家庭や学校をとりまく世の中。」あ
るいは、「ある特定の仲間。同類の範囲。また、何人かが集まって構成する特定の場をいう。」
とされている意味合いの方がふさわしい。地域社会という言葉には、「ある限られた範囲の
土地に成立している生活共同体。また、人間の共同生活の行なわれる一定の地域。コミュ
ニティ。15」「集落社会、共同社会と同義で、閉じた内部的秩序の形成力を主旨としていた。
                                                  
14 奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 3.株式会社ぎょうせい.初版.1993,p.477-477. 
15 日本国語大事典 第二版 編集委員会.日本国語大辞典 第八巻.小学館. 第二版.2001, 
p.1281-1281. 
7 
 
16」といった説明が付されている。 
 
(b)黒光貴峰,町田玲子.高等学校における地域との連携に関する基礎的要件:地域に関する学
校の見解と教育的地域の取り扱い方.日本建築学会計画系論文集. 2006,no.606,p.145-152. 
 この文献では、高等学校から見た「地域」の範囲を社会の構成員ではなく、物理的な
距離の考え方から、学校側が地域の範囲をどのように認識しているかを明らかにしている。
高等学校側は「地域」という限定された範囲を、学校までの「通学圏」と認識している場
合が多い。同様に、この文献上では小・中学校における地域の認識も「通学圏」と一般化
されている。ただ、高等学校は、小・中学校よりも広い範囲から生徒が集まる可能性が高
いため、学校間の連携の上でも、地域の範囲の目安を確立する必要があるとしている。 
 
以上の 2 点の文献から明らかになったように、本稿における学校をとりまく社会の範囲
は、家庭や学校に限りなく近しい世の中のことであって、「社会」という言葉を広義の意味
合いで捉える必要性を感じない。そのため、本稿において学校図書館を取り巻く社会とは
地域社会のことであるとする。 
 
(2)学校図書館ウェブサイトから広報を受けると考えられる人物 
 第二に、本稿における学校図書館ウェブサイトから広報を受けると考えられる人物を検
討する。学校図書館ウェブサイトの主な利用者は、本稿で用いる「社会」の範囲内、つま
り、学校をとりまく地域社会に所属する地域住民であると考えられる。その根拠としては、
例えば、(1)で「社会」の範囲を定める際に挙げた文献(b)では、学校から見た「地域」の範
囲の認識が「通学圏」内であるとされていることが挙げられる。そのため、学校を取り巻
く社会の構成要員には地域住民が含まれるといえよう。地域住民の中には児童・生徒の保
護者、児童・生徒の保護者以外の地域住民が含まれる。学校や、学校図書館をとりまく社
会の構成員は、教育委員会などの大きな組織全般と直結しているというよりも、学校のす
ぐ身近に存在している個人であるといえよう。しかし、本稿では広報によって学校図書館
の社会的認識の形成を行うことを踏まえた内容の研究を行うため、多くの地域住民の中で
も、主に学校図書館ウェブサイトを利用して情報を得ている人物は誰であるかを明確にし、
限定する必要がある。以下は地域住民の中でも学校図書館ウェブサイトを利用している人
                                                  
16 奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 5.株式会社ぎょうせい.初版.1993, p.94-94. 
8 
 
物を限定するために参照した文献の要約である。そこから、本稿における校図書館ウェブ
サイトから広報を受けると考えられる人物の検討と考察を行う。 
 
(a)谷本忠明,渡瀬春香.地域に向けた特別支援教育に関する情報提供:小学校および市町村教
育委員会の Web サイトに掲載されている情報について.学校教育実践学研究. 2013. vol,19, 
p.213-218. 
 この文献では、特別支援学校の情報提供について述べられている。著者は、特別支援学
校から広報を受ける対象として、児童・生徒本人、保護者、地域住民、学校関係者挙げて
いる。学校関係の社会の構成要員の中には教育委員会も含まれると考えられるが、この文
献では、教育委員会はあくまで広報を行う側として扱われている。 
 
(b) 宇原郁世.学校図書館職員像をめぐって:市民は何を期待し,職員はどう考えてきたか(シ
リーズ・21 世紀の図書館を展望する・4).図書館界.2002,vol.53,no.3.p.526-535. 
 この文献では、学校図書館をとりまく社会の構成要員として、PTA の存在や、ボランテ
ィア、市民、公共図書館員などを挙げている。特に著者は「学校図書館の市民運動の中心
を担っているのは、多くは地域で文庫活動を展開したり、公共図書館づくり運動に関わっ
てきたりした市民（そのほとんどは母親の立場で参加してきた女性たち）である。」と述べ
ている。学校図書館をとりまく複数の社会の構成要員の中でも、保護者の存在を大きく取
り上げている。また、著者は、「地域で文庫活動を展開したり、公共図書館づくり運動に関
わってきたりした市民」の中でも「さらに子ども文庫活動を全国的につないでいる親子読
書・地域文庫全国連絡会」の存在を示している。この文献からは、文庫を運営している地
域住民のほとんどが子どもの母親の立場である人物であるならば、学校図書館の広報の対
象は、ボランティアや PTA を含めた保護者、保護者以外の地域住民であるということがで
きる。 
 
(c)佐瀬征利,八木沢壮一,吉村彰.練馬区・市川市における学校図書館の地域開放について:学
校図書館の建築計画に関する研究.学術講演梗概集. 1992, E,建築計画,農村計, p.379-380. 
 この文献では、学校図書館をとりまく社会の構成要員として、住民、子供を主とした地
域住民、ボランティアの 3 つが挙げられている。住民は、大人を含めた地域住民と解釈し
て良いと考える。この文献で挙げられている社会の構成要員は、ボランティアを含め、そ
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の学校がある地域の住民として大きくまとめることができる。このことから、ボランティ
アの構成員も、保護者を含む地域住民から成り立っていると考えられる。 
 
(d) 金沢みどり.小学校における新しい教育の方法と技術:小学校図書館 Web サイトの構築
と活用を通じて.人文・社会科学論集.2012,no,30, p.1-26. 
 この文献で対象としている社会の範囲は、小学校をとりまく社会である。著者は、小学
校における教育は中学校や高等学校といった他校種と比べ、地域と密着するものが多いと
しており、小学校は、保護者や地域住民の協力を必要としていると述べている。そのため、
小学校で開催されるイベント等に参加を希望する地域住民も存在するとし、子どもはもち
ろん、保護者や地域住民に対し、ウェブサイトによる情報公開が重要であるとしている。
小学校においては特に、学校をとりまく社会は保護者や地域住民であるといえる。 
 
 以上の 4 点の文献から明らかになったように、学校図書館ウェブサイトから広報を受け
ると考えられる人物は、地域住民であるということが前提となる。その理由としては、学
校を取り巻く地域社会に存在する組織としては、教育委員会や役所などの大きな組織であ
るというよりも、文庫やボランティアなどといった、学校と直接接触のある小規模な団体
であることが明らかになったためである。そして、それらの団体を構成しているのは、学
校の通学圏内に存在している地域住民個人であるといえる。いずれの教育機関からも広報
を受ける立場の人が地域住民であるのならば、学校図書館からの広報を受ける人も同様に
主に地域住民であると考えられる。 
 上で挙げた文献からは、児童・生徒、教職員といった学校関係者を除く地域社会を構成
している要員として、児童・生徒の保護者、文庫やボランティアなどといった、子どもの
読書活動に寄与し、その地域の学校図書館と直接的な接触のある団体に所属する人物であ
るがほとんどであることが明らかになった。学校関係者を含めれば、児童・生徒本人、保
護者、地域住民、学校関係者、PTA、ボランティア、公共図書館員の 7 つの要員である。
しかし、PTA とボランティアについて考えると、特に PTA は、児童・生徒の保護者が組織
する団体であり17、ボランティアも同様に、市民以外にも18、児童・生徒の保護者が活動し
ている場合が多い。そのように考えると、PTA とボランティアの存在は、保護者としてま
                                                  
17 奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 5.株式会社ぎょうせい.初版.1993, p.544-544. 
18 奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 6.株式会社ぎょうせい.初版.1993, p.229 -229. 
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とめてよいと考えられる。上で挙げた文献から具体的になった学校をとりまく社会の構成
要員を以下の表にまとめなおす。 
 
表 1 文献から具体的になった社会の構成要員 
 
児童・生徒本人保護者
 
地域住民
 
学校関係者
 
公共図書館員
 
(a) ○ ○ ○ ○  
(b)  ○ ○  ○ 
(c)  ○ ○   
(d)  ○ ○   
  
この表で見ると、学校をとりまく社会の構成要員に共通しているのは保護者と地域住民
であるということがわかる。しかし、4 つの文献からは、地域住民の中でも特に保護者の存
在が大きいことがわかる。このことから、児童・生徒や学校関係者以外に学校図書館から
の広報を受け、情報を必要としているのは、保護者であるといえる。 
ただし、地域によって学校図書館の開放を行っている場合には、保護者以外の人物も学
校図書館の広報を受ける対象となる。そのように考えると、本稿における社会の構成要員
はあくまで学校図書館の利用者となり得る地域住民全員と対象を広げて捉えることもでき
る。しかし、本稿では、学校関係者を除く社会の構成要員を、あくまで、保護者と学校図
書館と直接的な接触のある団体に所属する人物のみとして捉える。その理由として、学校
図書館の開放事業の実践には地域差が見られることが挙げられる。学校図書館の開放はわ
が国においてすべての学校でも実践されているわけではないため、保護者と、学校図書館
に直接的な接触のある団体に所属する人物以外の人物に対する広報の充実度を調査したと
しても、有効な回答は得られないと考える。また、本稿はウェブサイトを用いた広報に限
定した研究をまとめた論文であるため、学校図書館がウェブサイトを利用して広報を行う
ならば、閲覧できるページを限定しない限り、地域住民に対しても学校図書館から発信さ
れた情報は常に開かれる状態であり、誰もが学校図書館情報を得ることは可能であるはず
である。学校図書館ウェブサイトの件数が少ないと考えられる状況を考えると、広報の対
11 
 
象者を広げすぎず、まずは保護者や学校図書館と直接的な接触のある団体に所属する人物
を対象とした学校図書館ウェブサイトを開設し、誰もが適切に利用できるようにウェブサ
イトを維持・管理しながら利用の様子を見守る方が現実的であると考えられよう。 
 
(3)社会的認識とは 
  (1)(2)の文献調査結果を踏まえ、本稿の題目にもある「社会的認識」について本稿にお
ける定義を検討する。学校図書館を中心として学校図書館に関する社会の要員を定めると、
社会そのものの範囲としては地域社会、その他地域社会お構成している要員としては地域
住民、特に保護者であるということがわかった。この二つの結果を踏まえ、本稿における
社会的認識の意味を定めると、社会的認識とは、学校図書館がある学校の地域で生活する
住民、特にその学校に通う児童・生徒の保護者による学校図書館の重要性に対する認識の
ことである。一般的に、社会とは広義の意味合いで捉えられるが19、本稿における社会は狭
義の意味合いにおけるものである。用語をこのように設定するのは、本稿の「学校図書館
の利用者や学校関係者の学校図書館の役割や意義についての認識を高める」という目的に
沿わせるためである。更に、学校図書館の重要性に対する認識の低さから、社会の構成員、
特に地域住民、児童・生徒の保護者といった学校図書館にとって身近な社会の構成員に、
まず関心を高めてもらうことで学校図書館への認識を確実なものにしていくことができる
のではないかといった可能性もあると考えるためである。 
 
(4)図書館における「広報」の定義・意義 
本研究で学校図書館における広報を扱うにあたり、複数の文献に見られる広報の定義と
意義を明らかにし、学校図書館広報の意味内容と、学校図書館広報について把握する。そ
の際、広報を行う団体は、学校図書館はもちろん、公共図書館、学校そのもの等、広く設
定する。図書館における広報の定義や意義は、図書館という機関の役割を考えると、学校
図書館でも同様に適用できると考えるためである。なお、以下に挙げる文献は、図書館に
おける広報の定義や意義が明記されているもののみとする。方法や実践例のみが紹介され
ている文献は、後の章や注釈で示す。以下で参考にする文献要約を行い、後の検討と考察
で、図書館における広報の定義と意義を明確にする。 
 
                                                  
19奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 3.株式会社ぎょうせい.初版.1993,p.477-477. 
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(a)奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 3.株式会社ぎょうせい.初版.1993, p.124-124. 
 この文献で学校における「広報活動」という言葉を調べると、「学校が、みずからの理念
や活動の実際を、保護者や広く社会一般に伝え、あるいは、多方向のコミュニケーション
活動によって教育効果を上げようとする活動のことである」という説明が付されている。
学校における広報の意義としては、「保護者や地域社会の理解を得ること」と解釈してよい
だろう。 
 
(b)日本図書館協会図書館ハンドブック編集委員会.図書館ハンドブック.日本図書館協
会.2010, 第六版 p.126-126. 
 ここで述べられている図書館における広報の定義とは、「図書館にとっての広報はその存
在を広く知らせ、人々の認知を得ることにある。」となっている。また、図書館広報におい
て重要なこととしては、「サービスの具体的な方針をわかりやすく伝えること」、「図書館の
利用で人々が自らの可能性を広げることができるということを理解してもらうこと」の 2
点が上げられている。 
 
(c) 状武,高桑康雄,瀬戸真.新学校図書館事典.初版.第一法規出版株式会社.1983, p.222-222 
 この文献における学校図書館広報の定義は、「広報活動は、端的にいえば、学校図書館の
存在意義そのものを、高度なものにするための活動である。」とされている。また、学校図
書館における広報の意義としては、「学校図書館の新しい状況を知らせ、その機能について
の関心や理解を深める」こと、「図書やその他の資料と、その組織化の状態を紹介して、利
用を促進させ、資料利用の意欲と能力を高める。」こととされている。 
 
(d)阪田蓉子.図書館 PR:一般市民への図書館 PR.図書館情報学の地平 50 のキーワード.根本
彰ほか.日本図書館協会.2005,p.269-274. 
 この文献では、公共図書館における広報の定義と意義が記されている。阪田蓉子が挙げ
る今日の公共図書館における役割とは、「日常生活に欠くことのできない情報の収集、選択
などの情報リテラシーの技能を一般市民に伝え、市民生活をより快適に過ごすことができ
るよう支援する」ことであるとした上で 、図書館広報の意義を、「一般市民にこのような
図書館の役割を、いかに効率よく、効果的に知らせることができるかということ」と定め
ている 。また、広報活動の基本として、「図書館の存在を知らせる」としている。 
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(e)豊福晋平.学校広報に対する一般社会人の意識調査 2014 年調査結果その 1.情報処理学会
研究報告.コンピュータと教育研究会報告. 2014,vol.125,no.8,p.1-6. 
 この文献では、学校における広報の定義が記されている。豊福晋平は、この論文上で、
Bortner(1972,1983)が挙げる学校広報の定義を引用している。Bortner によれば学校広報の
定義は、「学校と学校関係者との間で十分理解し合い、友好的な協力関係を築くために行う
活動」と定められている。 
 
(f) 豊福晋平 . 学校ウェブサイトの利用者意識調査 . 日本教育工学会研究報告
集.2008,no,2,p.35-40. 
 (e)と同様、この文献も学校広報に関するものである。豊福晋平は、この論文上では、学
校広報を（PR:Public Relations）の本来の意味より、「関係構築」と定めている。また、学
校広報を行う側だけでなく、利害関係者からの広報に関するフィードバックが必要である
としている。 
 
(g)仁上幸治.図書館広報はなぜ読みにくいのか（中級編）:レイアウト改善の 5 つのポイント. 
館灯. 2009,vol.4, p.124-129. 
 この文献では、著者が図書館における広報の自説を述べているため参考にする。なお、
ここで前提とされている図書館の種類は定まっていないため、公共図書館や学校図書館等
を全て含めた図書館全般の広報についての言及であると思われる。 
 著者は、図書館広報を単なる「お知らせ」ではないとした上で、「交信」であると述べて
いる。それは、広報の対象となる情報の発信と受信の双方によるコミュニケーションの全
面的な展開が求められているからであるとしている。図書館における広報は、情報の発信
者による一方的なものではなく、情報の受信者である利用者が、発信された情報に対して
動きを起こさなければ成り立たないといえよう。 
 
 以上の文献から、学校における「広報活動」の定義と意義を明確にした上で、学校図書
館で実践され得る広報の形態と方法を明らかにする。まず、学校図書館における広報の定
義と意義を明確にする。学校、もしくは学校図書館、また、その他の図書館において上で
挙げた文献の中で共通していた広報の定義としては、「（図書館の）存在を知らせる」とい
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うことであり、また、その意義としては、「図書館の役割の理解を得る」ことであるといえ
よう。広報の要は、あくまで存在を伝えるといったことであると解釈することができる。
特に学校における広報の意義としては、現代学校教育大事典にもあるように、「保護者や地
域社会の理解を得ること」として良いであろう。 
 
(5)学校図書館ウェブサイト事例調査の対象校 
第四に、学校図書館ウェブサイト事例調査の対象校の決定方法である。学校図書館ウェ
ブサイト事例調査において、実際に評価を行う対象校の決め方を明確にする。その方法と
しては、ウェブサイト i-learn.jp「日本の学校」と雑誌『学校図書館』の 2 つを参照する。
学校図書館ウェブサイト事例調査の対象とする学校図書館ウェブサイトは、i-learn.jp「日
本の学校」で最高の評価を獲得している学校の学校図書館ウェブサイトと、雑誌『学校図
書館』で、学校図書館ウェブサイトを利用した広報活動を実践していることが紹介されて
いる学校図書館ウェブサイトを挙げる。今回の調査で i-learn.jp「日本の学校」を参照する
理由としては、日本全国の学校ウェブサイトを評価しているサイトの中でもわが国最大の
規模を誇っているためである20。学校ウェブサイトが客観的な高評価を得ているならば、そ
れに基づく学校図書館ウェブサイトの出来栄えにも充実が見込めると考える。また、雑誌
『学校図書館』では、画期的な取り組みを行っている学校図書館の担当者が、勤務先の学
校図書館を紹介しているためである。そういった積極的に発信されている情報を利用する
ことは、調査において有効であると考える。 
なお、本研究における学校図書館の事例調査の評価は、筆者が単独で行うものとする。
また、評価する学校図書館のプライバシーを配慮する必要があるため、対象校の学校名は
本稿においては明記しないこととする。 
 
(6)学校図書館ウェブサイトとは 
 ここでは、本稿で扱う学校図書館ウェブサイトの定義を定める。まず、ウェブサイトと
は「www で表示できるページの総称として、確立した用語はないが、ウェブサイトと呼ぶ
                                                  
20 豊福晋平. “オンラインデータベースを利用した学校ホームページ群の客観的評価その 2:
客観指標による全国小学校ホームページ悉皆調査. ”年会論文集.日本教育情報学
会.2003,p.140-143. 
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のが望ましい21」とされており、ホームページについては、ウェブブラウザが起動されて最
初に表示するページは、ブラウザの“HOME（ホーム）”ボタンを押したときに表示される
ページと同一であることからホームページと呼ばれる22。とされている。また、ウェブサイ
トとはウェブページの集合体であり、ホームページとはウェブサイトのトップページであ
るという解釈も存在する23。これらのことから、ウェブサイトとは、ウェブ上に存在するペ
ージのことであるといえよう。日本における学校図書館情報を掲載するページについて考
えると、ほとんどの学校図書館のページは、学校ホームページの中に一つのウェブページ
として、もしくはウェブサイトとして組み込まれているため、ウェブページやウェブサイ
トの形式がほとんどである。例えば、学校によっては、学校図書館情報を図書館だよりな
どの PDF ファイルのみの掲載にとどめているところも多く、学校図書館情報がホームペー
ジとして独立している学校は現在では少数であると考えられる。そのため、本稿で扱うウ
ェブ上で発信されている学校図書館情報が掲載されているページについての条件は、ウェ
ブページの集合体である「ウェブサイト」の呼称を用い、「学校図書館ウェブサイト」と表
記すること、どのような形式であれ学校図書館情報をウェブサイト上に掲載していること
とする。 
 
(7)i-learn.jp「日本の学校」についての補足 
 ここで、ウェブサイト抽出調査の調査対象校を選出する際に用いるウェブサイト、
i-learn.jp「日本の学校」について補足をする。i-learn.jp「日本の学校」は、国際大学の
GLOCOM 主幹研究員であり、準教授である豊福晋平によって管理・運営されている。日本
全国の保育園や幼稚園、小学校から高等専門学校までのウェブサイトを幅広く対象とし、
その評価を行っている。その総数は全ての機関・校種を含め約 22000 件を超える24。
i-learn.jp「日本の学校」は、こういった網羅的な評価の結果を利用して、2003 年から 2012
年の 9 年間を通して行われた全国の小学校を対象としたウェブサイト大賞を決定する
                                                  
21 伊土誠一.“IP ネットワークアプリケーション技術.”新情報通信概論. 情報通信技術研究
会.オーム社.2003, p.496-496 
22 伊土誠一.“IP ネットワークアプリケーション技術.”新情報通信概論. 情報通信技術研究
会.オーム社.2003, p.496-496 
23  “「ホームページ」「Web ページ」「Web サイト」の違いは？.”PC・IT・WEB の基礎知
識｜はじめの一歩. http://www.ippo.ne.jp/g/106.html, (参照 2014-12-15). 
24 豊福晋平. “オンラインデータベースを利用した学校ホームページ群の客観的評価その 2:
客観指標による全国小学校ホームページ悉皆調査. ”年会論文集.日本教育情報学
会.2003,p.140-143. 
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「J-KIDS 大賞」の評価を行う際の選考における情報集約の中心を担った。 
 豊福晋平は「学校の真面目さや地道な努力は、社会からもっと正当に評価されてもいい25」
としている。また、豊福晋平は、教育の情報化やICT教育といった現代の日本の教育方針を
踏まえた上で、学校が前提とするべき4原則を挙げている。その4原則を表にまとめた。 
 
表 2 豊福晋平が挙げる教育の情報化に直面した学校が前提とするべき 4 原則 
自律性 教育情報化の成果は、学校の独自性や自律的活動を支援するものでなければならない 
継続性 教育情報化の成果は、サステナブルに利活用されるものでなければならない 
広益性 教育情報化の成果は、学校に関わるステークホルダに広く益するものでなければならな
い 
突破性 教育情報化の成果は、現状の教育体制や枠組みを打破し、新たな価値を創造するもので
なければならない 
 
このように、豊福晋平は「学校サイトは学校の現実を構成し、詳細な情報を必要とするニ
ッチなステークホルダ（利害関係者）に対して有効かつ唯一の情報手段として、その重要
度を日増しに高めつつあり26」、「これは将来の学校のあり方を考える上では重要な鍵になり
27」、「マスメディアのバッシングに踊らされることなく、冷静かつ共感的な学校の社会的評
判を形成するべく、このような第三者機関による客観的なデータ提供が必要28」であると考
えている。i-learn.jp「日本の学校」の運営・管理は、こういった考えに基づいて行われて
いる。 
                                                  
25 豊福晋平. “i-learn.jp について. ” i-learn.jp「日本の学
校」.http://web.archive.org/web/20130910171239/http://www.i-learn.jp/arc/index.asp?di
d=390&k=9WK1Z7C2,(参照 2015-01-12). 
26 豊福晋平. “i-learn.jp について. ” i-learn.jp「日本の学
校」.http://web.archive.org/web/20130910171239/http://www.i-learn.jp/arc/index.asp?di
d=390&k=9WK1Z7C2,(参照 2015-01-13). 
 
27 豊福晋平. “i-learn.jp について. ” i-learn.jp「日本の学
校」.http://web.archive.org/web/20130910171239/http://www.i-learn.jp/arc/index.asp?di
d=390&k=9WK1Z7C2,(参照 2015-01-13). 
28 豊福晋平. “i-learn.jp について. ” i-learn.jp「日本の学
校」.http://web.archive.org/web/20130910171239/http://www.i-learn.jp/arc/index.asp?di
d=390&k=9WK1Z7C2,(参照 2014-07-02). 
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 i-learn.jp「日本の学校」による学校ウェブサイトの評価方法は、1日2回、つまり12時間
ごとに学校ウェブサイトの更新状況をアンテナスクリプトによる自動巡回によって調査し、
更新頻度の高い学校ウェブサイトをAからFまでのランクで評価している。更新頻度別の評
価基準は以下のようになっている。」 
 
表 3：Update Rank と更新率(過去 90 日中の更新日数)との関係29（豊福晋平） 
Update Rank 更新率 
A 60%以上 
B 48%以上 
C 36%以上 
D 24%以上 
E 12%以上 
F 12%以上 
 
 その他の評価の基準として、デザイン性やユーザビリティ等に関する視点が挙げられる
が、それらは i-learn.jp「日本の学校」の評価規準として定められているのかは確認が取れ
ていない。A から F までのランク分けされた評価基準は、あくまでウェブサイトの更新頻
度の視点からでしかないようである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
29 豊福晋平. “Update Rank について.”i-learn.jp「日本の学
校」.http://web.archive.org/web/20130818093711/http://www.i-learn.jp/arc/index.asp?di
d=554&k=1NX4CAP4,(参照 2015-01-11). 
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2.日本の学校図書館における広報の役割と課題 
本研究では、学校図書館における広報に焦点を当てるため、学校図書館と広報サービス
の内容についての事柄を明らかにする必要がある。そして、そこから、学校図書館におけ
る歴史的事項や、広報の現状を明らかにする。 
 
2.1 広報に関する文献調査 
本節では、引き続き文献調査を行い、学校図書館における歴史的事項、形態や方法の種
類といった学校図書館広報サービスの内容、学校図書館広報の問題点を明らかにする。 
 
2.1.1 文献調査の目的と方法 
本研究では、学校図書館広報に関する文献調査を行う。文献調査を行う目的は 3 つある。
第一に、学校図書館の歴史的事項を把握するためである。特に、学校図書館が抱えてきた
課題や広報形態の変遷を調べることで、学校図書館の現状理解に役立つと考える。 
 第二に、学校図書館広報の方法にはどういったものがあるのかを明らかにするためであ
る。学校図書館広報における定義や意義が記してある文献をもとに、本稿で扱う学校図書
館を取り巻く社会と学校図書館広報に関する定義や意義の範囲を検討する。 
 第三に、本調査である「学校図書館ウェブサイト事例調査」を行う際の評価基準を定め
るためである。学校図書館ウェブサイトを評価するために基準を作成する必要があるため、
既存の文献にまとめられている学校図書館ウェブサイトの評価に関する表や、ウェブサイ
トのユーザビリティ評価に関するデータから検討する。 
 本章における文献検索と文献調査の方法としては、学問領域を「図書館情報学」、言語は
日本語に定める。また、調査対象とする年代は 1994 年から 2013 年の 19 年間に限定した。
その理由としては、学校ウェブサイトの開設が見られるようになったのは、豊福晋平の論
文上で 1994 年頃とされていることと30、ウェブサイト「JPNIC アーカイブス」において、
1994 年にインターネット接続サービスの開始があらゆる組織で本格化し、小・中学校での
ネット利用促進を目的として、6 月に文部科学省、通商産業省による「100 校プロジェクト」
を開始したことが挙げられる31。そこで、学校図書館のウェブサイトの開設も 1994 年以降
                                                  
30 豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評
価としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
31 一般社団法人 日本ネットワークインフォメーションセンター. “インターネット歴史年
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を想定することは妥当であると考える。 
 なお、詳細なデータや数値に関しては、文部科学省が行っている調査結果も合わせて適
宜参考にする。 
 
2.1.2 学校図書館に関する文献調査の対象 
 本章における文献調査において、以下の 2 種類の文献を調査対象とする。 
 第一に、図書館情報学に関する参考図書（図書館情報学ハンドブック、図書館ハンドブ
ック等）から、学校図書館の広報関連の基礎的事項について調べる。 
 第二に、書籍や論文、新聞データベースから、学校や学校図書館の現状を具体的に把握
する。その際検索キーワードとして大きく「広報」「学校ウェブサイト評価」「その他」の
３グループに分け、各グループに属する分野の検索語を以下の表のように設定する。 
 
表 4 文献調査の際の検索語のグループ分け 
 具体的な検索語 
グループ
 
広報 公共図書館,学校図書館,学校ウェブサイト,学校図書館ウェブサイト 等 
学校ウェブサイト パブリシティ，ユーザビリティ, 校内の情報環境 等 
その他 学校図書館担当者の役割 等 
 
これらの検索語の中から多くの論文や文献を見つけ出し、学校図書館における現状の知
識を獲得する。その中でも特に、学校図書館において広報活動を行う上で重要になると考
えられる要素や、後述する学校図書館ウェブサイトの抽出調査の際に参考にする調査対象
校の選定や、調査で用いる学校図書館ウェブサイトの評価規準を定めるための評価モデル
を獲得するために文献調査を行う。 
 
2.2 広報の種類と内容  
本稿を執筆するにあたり、学校図書館における事項や広報の変遷、日本の学校図書館に
おける広報サービスに関する事柄、学校図書館ウェブサイトの事例調査で利用する評価規
準を定めるために参考にできる文献の要約を行い、項ごとにまとめていく。 
                                                                                                                                                  
表.”JPNIC アーカイブス.https://www.nic.ad.jp/timeline/,(参照 2014-09-18). 
20 
 
2.2.1 学校図書館における歴史的変遷に関する文献調査 
 本項では、日本の学校図書館は、どのような課題を抱えながら今日に至ったかを文献を
参照しながらまとめる。学校図書館が去 19 年間に抱えてきた課題の中で、広報に関する課
題はどのように位置づけられてきたかを明らかにするため、新聞データベースを利用する。
利用する新聞データベースは、「日経テレコン」と「聞蔵Ⅱビジュアル」の 2 つである。双
方の新聞データベースに保管されている学校図書館に関する過去の記事の流れを照合し、
各年代に学校図書館が課題としてきた事柄を明らかにする。以下は、2 つの新聞データベー
スより、1994 年から 2013 年の 19 年間で顕著になった学校図書館の課題である。 
 
図 1 1994 年から 2013 年にかけて学校図書館が抱えてきた課題 
 
この図からは、各課題は過去の数年間単位で解決し、移り変わっているように思われる
が、1 章でも述べたように、日本における学校図書館の充実度は高いとはいえない。そのた
め、実際には、この 19 年間で明らかになったいくつかの課題、あるいはすべての課題は、
依然として現在まで持ち越され検討されていると推測できる。また、今回の調査からは、
深刻な学校図書館の課題が複数あるといった現状にあっても、学校図書館広報の見直しが
これまでの学校図書館の課題として検討されてこなかったことが明らかになった。今回の
調査で用いた双方の新聞データベースからも、学校図書館広報に関する記事は 1 件しか見
つからなかった。以下に、記事の要約と考察を加えておく。 
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・朝日新聞. “学校図書館コンビニ計画県立六郷高（学びの光景）／秋田.” 聞蔵Ⅱビジュア
ル.Ⅱ,朝日新聞社, 2001,更新日付不明. http://database.asahi.com/library2/main/start.php,  
(参照 2015-01-15) . 
この記事には、秋田県内のある高等学校の学校図書館で行われた取り組みが紹介されて
いる。その取り組みとは、学校図書館の利用率を上げようと尽力した課題の 1 つに「広報
活動の充実」を取り入れたということである。広報の方法としては、「チラシ」、「館長だよ
り」、「図書館だより」を利用している。その結果、学校図書館の生徒による利用率は、取
り組みの実践からわずか 3 年で格段に増加した。 
 
この記事から考えられることは、学校図書館が広報活動に尽力すれば、学校図書館の利
用率が増加し、その重要性の社会的認識は確実に高まるのではないかということである。 
また、図 1 では、学校図書館が情報教育を課題として捉え始めているのは 2005 年以降で
あることから、学校図書館がウェブサイトを用いて広報内容を発信するということは、今
後の実践数の増加が期待される、学校図書館における新たな課題であるといえよう。 
 
2.2.2 学校図書館における広報サービスに関する文献 
 本項では、学校図書館の広報についてより詳細な検討を行うため、1.4 で挙げた学校図書
館広報に関する文献も含めて参照し、学校図書館で実践している広報形態を明らかにする。
広報を行う団体の対象は、1.4 で行った文献調査と同様、学校図書館はもちろん、公共図書
館、学校そのもの等、広く設定する。参照した文献について以下に要約をまとめる。 
 
(a) 室状武 ,高桑康雄 ,瀬戸真 .新学校図書館事典 .初版 .第一法規出版株式会社 .1983, 
p.222-222. 
この文献では、学校図書館における広報手段として、壁新聞、ちらし、ポスター、校内
放送などを挙げている。 
 
(b) 阪田蓉子.図書館PR:一般市民への図書館PR.図書館情報学の地平 50のキーワード.根本
彰ほか.日本図書館協会.2005,p.269-274. 
 この文献では、広報形態について、図書館が独自のホームページを持つことが望ましい
としている。また、英米の例ではあるが、館外には標識や、目立つ配色のポスター、館内
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には案内等の標示が挙げられており、我が国にも積極的な活用が実現されることが期待さ
れている。 
 
(c) 豊福晋平.学校広報に対する一般社会人の意識調査 2014年調査結果その 1.情報処理学会
研究報告.コンピュータと教育研究会報告. 2014,vol.125,no.8,p.1-6. 
 この文献では、学校広報の手段として、紙媒体、対面集会、学校ウェブサイト、SNS 等
を挙げている。中でも、紙媒体、対面集会といったアナログ的な形態の広報形態を従来の
広報形態としている。 
 
(d) 仁上幸治.図書館広報はなぜ読みにくいのか（中級編）:レイアウト改善の 5 つのポイン
ト. 館灯. 2009,vol.4, p.124-129. 
 この文献では、図書館広報の形態として、掲示、ポスター、チラシ、栞、ホームページ、
メーリングリストが存在するという前提で論が展開されている。 
 
(e)岡雅之.企業図書館における広報活動（特集 全国研究集会 専門図書館の今日的課題を問
い直す）:（第 1 分科会:企業図書館は発信する）.専門図書館. 2012,no.255,p.23-26. 
この文献では、著者が勤務する企業の企業図書館において実践されている広報の方法が
掲載されている。この企業で用いられている広報の方法は、メールマガジンによる図書館
情報の配信、月替わりに行っているブックフェアと企画展といった館内の展示、新入社員、
特定の組織、外部の専門家を対象にしたセミナーの開催が挙げられている。企業図書館で
は、アナログ・デジタル双方の形態を用いた図書館広報の方法を取り入れていることがわ
かる。 
 
以上の(a)～(e)の文献から、様々な機関の図書館における広報サービスとして、紙媒体等
のアナログ的な広報とウェブサイト等のデジタル的な広報の 2 種類の広報形態が存在する
ことが明らかになった。また、さらに文献の調査対象を広げると、(a)～(e)で挙げた以外の
図書館における広報サービスの新たな事例を見つけることができる。それらは以下の(1)、
(2)の注釈のとおりである。これらすべての文献調査から明らかになった教育機関や図書館
における広報サービスの種類を以下の(1)(2)に形態別にまとめ、学校図書館が実践すること
ができるとされる広報サービスを明らかにする。 
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(1)アナログ形態 
 文献調査から、アナログ形態の広報の種類としては、掲示、ポスター、チラシ、壁新聞、
図書館だより32、校内放送、栞、学校だより33、館報34、地方自治体等の広報紙35、標識、標
示、読書活動広報誌36、セミナー、展示があることが明らかになった。全体的には紙を利用
した広報形態が多いことがわかる。 
 
(2)デジタル形態 
 文献調査から、デジタル形態の広報の種類としては、（学校・学校図書館・地方自治体37）
ウェブサイト（ホームページ）、メーリングリスト、Face book38、Twitter39、メールマガ
ジンが挙げられる。また、『学校図書館』で紹介されていた学校や、i-learn.jp「日本の学校」
で高評価を得ていた学校の学校図書館のウェブサイトを実際に閲覧してみると、ブログで
学校図書館の広報を行っている学校が多いことも明らかになった40。 
 
 以下に、(1)と(2)に記した広報形態を表にまとめる。表には、あらかじめ、文献が対象と
している運営団体の図書館とその広報の手段が交わる欄に○を記入してある。ただし、表
からは、図書館が実践することができる広報を明確にするため、図書館以外の機関（本稿
の場合は学校そのもの）が実践している広報の方法は反映していない。 
 なお、この表では、本稿において参照した文献から明らかになった団体の図書館とその
                                                  
32 鈴木守.学校図書館の広報活動における「図書館だより（図書館報）」作成の意義.学校図
書館. 2012,no.746, p.35-37. 
33 谷津光男. “学校と家庭・地域を「つなぐ」学校広報の在り方について.” Adobe 
PDF.http://www.nihonkyouikukai.or.jp/25jisen/25Hkoga.pdf,(参照 2014-09-28) 
34 藤田節子.公共図書館における情報リテラシー支援の現状:情報リテラシー支援講座の立
案に向けて.川村学園女子大学研究紀要. 2007,vol.18,no.2, P.53-73. 
35 藤田節子.公共図書館における情報リテラシー支援の現状:情報リテラシー支援講座の立
案に向けて.川村学園女子大学研究紀要. 2007,vol.18,no.2, P.53-73. 
36 長尾有花.いきいき学校図書館:上尾市立藤見小学校.学校図書館. 2012,no.739, p.92 
37 藤田節子.公共図書館における情報リテラシー支援の現状:情報リテラシー支援講座の立
案に向けて.川村学園女子大学研究紀要. 2007,vol.18,no.2, P.53-73. 
38 伊藤仁浩.大学図書館における Facebook を利用した広報戦略.カレントアウェアネス. 
2014,no.320, p.8-10. 
39 栗山和子.大学図書館の Twitter 利用.情報学基礎研究会報告.2013,vol.112,no.3,p.1-8.  
40 谷津光男.“学校と家庭・地域を「つなぐ」学校広報の在り方について.” Adobe 
PDF.http://www.nihonkyouikukai.or.jp/25jisen/25Hkoga.pdf,(参照 2014-09-28). 
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広報の方法にのみ○を記入してある。実際には各団体が実践している広報の方法は、本稿
で参照した文献から明らかにした方法よりも多いと考えられる。以下の表はあくまで本稿
で参照した文献(a)～(e)と注釈 31~39 から明らかにした図書館の団体と広報の方法である。 
 
表 5  2.2.2 で参照した文献から明らかになった各図書館が実践する広報の手段 
 図書館の種類 
   
学校図書館公共図書館大学図書館専門図書館
図書館が実践しうる広報の種類
 
アナログ形態
 
掲示 ○ ○ ○  
ポスター ○ ○ ○  
チラシ ○ ○ ○  
栞 ○ ○ ○  
壁新聞 ○    
校内放送 ○    
館報・図書館だより ○ ○   
地方自治体の広報紙  ○   
標識  ○   
標示  ○   
広報誌 ○    
セミナー    ○ 
展示    ○ 
デジタル形態
 
ウェブサイト ○ ○ ○  
メーリングリスト ○ ○ ○  
ブログ ○    
SNS   ○  
メールマガジン    ○ 
  
以上の文献調査の結果から、学校図書館は広報において、主に従来のアナログ形態の方
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法を多く行っているということが明らかになった。デジタル形態の広報の方法として、主
にウェブサイトを利用している学校図書館の報告は存在しても、学校図書館広報において、
学校図書館ウェブサイトの存在は新しく、いまだ学校図書館広報に位置づけられていると
はいえない。また、文献調査の対象とした過去 19 年間で、学校図書館は依然としてアナロ
グ形態の広報を継続しているが、学校ウェブサイトの存在は広報の方法として一般化して
いるということが明らかになった。 
 
2.2.3 学校図書館ウェブサイトの事例調査に関する文献 
 本項では、後に学校図書館ウェブサイトの事例調査を行うにあたり、学校図書館ウェブ
サイトの評価を行うための評価基準を作成する際に参考にする文献の要約をまとめる。 
 
(a)堀田龍也.学校図書館がホームページを持つことの意義(特集 ホームページの作成と活
用).学校図書館.2005,no.654,p.14-16. 
学校図書館ウェブサイトにおいて、児童・生徒の利用を念頭に置いたウェブサイトを開
設する際の留意点がまとまっている。学校図書館ウェブサイト抽出調査における評価項目
を検討する際に参考にすることができる。 
 
(b) 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書
館.2005,no.654, p.17-20. 
学校図書館ウェブサイトを開設するにあたり、金沢みどりらがシーライ・コンテンツ・
モデルを提案した。Nancy Everhart が、アメリカの学校図書館メディアスペシャリストら
の公開討論会での成果を受けて作成したワークシートがもとになっている。学校図書館ウ
ェブサイトが備えていると望ましいと考えられる要素がまとまっているため、学校図書館
ウェブサイト抽出調査において、評価基準を定める際の参考としての利用に必要である。 
 
(c) 中原道高.図書館 Web ページの現状と作成(特集 ホームページの作成と活用).学校図書
館.2005,no.654,p.31-33. 
筆者が学校図書館ウェブサイトに必要であると考える条件が明記されており「図書館の
Web ページに期待できる内容の例」という表にまとめられている。この表にまとめられてい
る学校図書館ウェブサイトに関する事項は、学校図書館ウェブサイトを対象とした評価項
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目の中でも網羅的かつ具体的である。 
 
(d) 仲川薫,須田亨,善方日出夫,松本啓太. “ウェブサイトユーザビリティアンケート評価手
法の開発. ” Adobe PDF. https://www.iid.co.jp/seminar/publish/pdf/his_10th_paper.pdf,(参
照 2015-01-15). 
仲川薫らは既存のユーザビリティ評価のためのアンケートと複数株式会社のユーザビリ
ティのレビューから 59 の評価項目を抽出した。このユーザビリティに関する 59 項目を用
いて会場アンケートにて被験者にウェブサイトの評価を行わせ、結果を因子分析したとこ
ろ、7 つの因子が得られた。更にその 7 因子からそれぞれ 3 項目の評価項目を導き出し、合
計 21 項目のユーザビリティに関する評価スケールを定めた。 
 
 これらの文献には、いずれも、学校図書館ウェブサイト抽出調査の際に評価規準として
引用もしくは参考にすることができる因子や項目、また、評価規準を作成する際に重視す
べき事項が掲載されている。特に中原道高の「図書館の Web ページに期待できる内容の例」
の表と仲川薫らの評価スケールは、その網羅的な内容から、学校図書館ウェブサイトの評
価基準を作成する際に参考にすることがふさわしいと考えられる。 
今回の文献調査で得た学校図書館ウェブサイトに関する項目やウェブサイト全般に関す
る因子は、事例調査の際に参考にし、調査に適する形式に改めて利用する。なお、仲川薫
らの評価スケールの内容を本稿において必要に応じて引用し、改訂して利用することに関
しては、株式会社イードの須田亨様から e-メールで事前に許可をいただいている。 
 本項で挙げた文献をもとに、学校図書館ウェブサイト抽出調査に用いる評価基準を作成
する。その過程は、第 3 章で詳述する。 
 
2.2.4 日本の学校図書館の広報に関する文献調査のまとめ 
 ここまで行った文献調査では、学校図書館に関する歴史的変遷、学校図書館における広
報サービスの内容、学校図書館ウェブサイトの事例調査に用いる評価基準の作成の際に必
要な文献を明らかにした。次節では、現在の学校図書館広報にふさわしい広報形態を明ら
かにするため、本節で明らかになった学校図書館広報の問題点について、より詳細に検討
する。 
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2.3 広報の課題 
 本節では、前の節で明らかになった図書館広報サービスの中から、学校図書館における
広報の形態別の問題点を明らかにする。 
 
(1)アナログ形態の問題点 
 ここではアナログ形態の広報における問題点を検討する。文献で明らかになった通り、
アナログ形態の広報には、掲示物や新聞、チラシ、広報紙（誌）等といった紙媒体のもの
が大半を占める。以下に、アナログ形態の広報における問題点を 4 つ挙げる。 
 第一に、紙媒体の保存・保管のために必要とするスペースの確保が困難であることが挙
げられる。アナログ形態の広報には、紙媒体を利用した広報の方法が目立つといった特徴
があることがわかった。紙媒体の情報は、後世に残すことを考えると、紙に適した環境下
で保管しておく必要がある。しかし、広報のために用いた紙媒体は時間の経過とともに増
幅していくため、保管に必要となるスペースは膨大になることが予想される。定期的に電
子化して保管形態を変え、紙媒体をそれに合わせて定期的に処分すれば、保管に必要とな
るスペースを削減することは可能であるが41、電子化を完了するまでの一定期間は、各紙媒
体の大きさに合ったスペースの確保を避けることはできない。また、保管場所を学校図書
館内、もしくは校内と限定すると、確保できるスペースはかなり限られてくる。その理由
としてまず、学校は、児童・生徒をはじめとする学校を利用する人に対する配慮の上で建
設されている建造物であり、紙媒体の保管を第一に配慮した空間を意識して造られている
建物であるとはいえないということが挙げられる42。例えば、紙資料は、一般的に光や温度
によって劣化が進行するが43、子どもが学習する環境を整える上で採光の調節や温度調節を
適宜行うことは避けられない44。次に、わが国の文書の保存・管理における水準が低いとい
                                                  
41 藤井勇作,堀田悦伸.2分割したA3紙のスキャン画像からの画像復元技術の一検討.情報処
理学会研究報告. 2012,vol.184,no.10, p.1-7. 
42 文部省大臣官房文教施設部指導課. “複合化及び高層化に伴う学校施設の計画・設計上の
配慮について; 第１章 学校施設の複合化及び高層化の計画・設計の策定 ;第１節 都市化等
の中で良好な学習環境を確保する計画の基本的考え方.”文部科学省. 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/002/toushin/011001/01-1.htm,(参
照 2014-10-18)     
43 木部徹.近代の紙媒体記録資料の保存修復技術（＜特集＞資料保存:メディアの劣化と対
策）.情報の科学と技術. 2010,vol.60,no.2, p.61-67. 
44 文部科学省. “Ⅱ学校環境衛生基準 第 1 教室等の環境に係る学校環境衛生基準. ” Adobe 
PDF.http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/201
0/04/08/1292465_02.pdf,(参照 2014-10-18). 
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うこと45、さらに、学校図書館や学校における予算は決して潤沢であるとはいえないことか
ら学校に従来以上のスペースの増幅を見込むことは困難であるということが挙げられる。
現在の日本では、少子化の影響で学校における児童・生徒数の減少が生じ、余裕教室が見
られるようになったという指摘は存在すると考えられよう46。しかし、実際には、余裕教室
を利用して授業を行うといった取り組みが各学校でなされているという現状がある。中に
は、余裕教室が毎日利用されている学校もある。以上の理由から、どこの学校にも膨大な
紙媒体の資料を保管できるだけのスペースはないと考えられる。 
 第二に、アナログ形態の広報は広報内容を伝えるにあたり、その対象が限定的な場合が
あるということである。例えば、校内放送が挙げられる。これは紙媒体を用いた広報の方
法ではないが、校内放送は「学校内において、教職員や児童生徒が送り手となり、放送を
手段として行われるコミュニケーション活動のこと47」であるため、アナログ形態の広報は、
その広報の対象は学校内に居る人のみに限定されるといってよい。 
学校図書館は、現代では、地域のボランティアや保護者、公共図書館による協力を得て
運営されている場合が多い。また、学校図書館の地域開放事業を行っている市区町村も存
在する48。学校図書館の利用者層は保護者に留まらず、保護者以外の地域住民にまで及び、
資料の予約やリクエストも行うことができる。このように、学校図書館に関する情報は、
地域によっては、もはや学校内だけのものではなくなってきている。そのため、学校関係
者以外の人物による学校図書館情報の要求は、学校関係者と同等程度となってきていると
いえよう。そのように考えると、紙媒体の広報形態は、学校関係者と児童・生徒や教職員
といった、校内の学校図書館利用者に対しての広報の方法として活用することは適切であ
るといえるが、広報の内容は、校外の利用者に対して必ずしも開かれていないといっても
過言ではない。特に、紙媒体であっても、ポスターやチラシなどといった、大判で持ち運
びを想定しない広報の方法は、広報の対象が限定的になりやすいと考えられる。 
 第三に、アナログ的な広報形態を実践するためには手間がかかるということが挙げられ
                                                  
45藤原良雄. “図書館・アーカイブズとは何か.”別冊『環』15 図書館アーカイブスとは何か. 藤
原良雄.初版,藤原書店.2008, p.48-49. 
46 中川匠,長澤 泰. 5011 オープンスペース型小学校における余裕教室の使われ方に関する
分析（学校家具等,建築計画 I）.学術講演梗概集.日本建築学会.2004, p.21-22. 
47 奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 3.株式会社ぎょうせい.初版.1993,p.119 -119. 
48 札幌市教育委員会生涯学習部生涯学習推進課. “学校図書館地域開放事業（開放図書館）.”札幌
市. http://www.city.sapporo.jp/kyoiku/shogaikyoiku/renke/tosho/kgaiyo.html,(参照 
2014,7.28). 
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る。例えば、図書館だよりの配布までの経緯をおおまかに考えると、原本の作成、学校関
係者分のコピー、配布先への仕分け、配布といった段階があると考えられる。更に、児童・
生徒が自宅に持ち帰り、保護者に手渡す必要がある場合には、広報内容が保護者に伝わる
までに、児童・生徒の帰宅時間や、手渡すまでの時間が関係する。あるいは、広報内容が
全く伝わらない場合も考えられる。アナログ的な広報形態は、広報の対象となる人物に情
報が伝わるまでに多くの時間を費やし、場合によっては、広報内容そのものが広報を受け
る対象者に正確に伝わらないことが考えられる形態である。 
 第四に、学校関係者が負担する校務が増加するということも挙げられる。この根拠とし
ては、現在の日本において、文書管理を行う職員数が不足しているといったことが挙げら
れる49。大蔵綾子（2008）は、学校において、記録管理制度自体は具備されているが、わが
国では記録管理を実践する職員の人材が貧弱であることから、その制度は実際には機能し
ていないと指摘している50。こういった学校の現状から、アナログ的な広報形態を今後も更
に推奨してゆくとすれば、広報誌等の管理や保管には、スペースだけでなく、職員の時間
も割かれることとなる。近年では、学校の校務による時間的拘束によって、教職員の残業
が増加したり、児童・生徒との交流を持つ時間が制限されるなどといった問題が浮上して
いる51。そのため、校務の効率化や、教員の勤務における負担を軽減することを目的とした
取り組みが、各都道府県の教育委員会から展開されている52。 
 こういった現状の中で、現状以上の校務の増加を招くようなアナログ的な広報形態は決
して望ましいとはいえない。 
 以上の理由から、学校図書館におけるアナログ的な広報形態は、膨大で主に紙媒体に適
する一定のスペースが必要となるほか、広報内容を作成するまでに手間や時間がかかる割
に、広報の対象は限定的になりやすいといった点や、校務の増加といった問題点が挙げら
れる。これらの問題点から、アナログ的な広報形態は、効率が悪い広報の方法であるとい
                                                  
49 大蔵綾子.わが国の公立学校における記録管理の人的側面をめぐる現状と課題.レコー
ド・マネジメント:記録管理学会誌. 2008,no.56, p.34-57. 
50 大蔵綾子.わが国の公立学校における記録管理の人的側面をめぐる現状と課題.レコー
ド・マネジメント:記録管理学会誌. 2008,no.56, p.34-57. 
51 文部化学省. “第二章 教員の校務と学校の組織運営体制の見直し.”文部科学
省.http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/07062816/003.htm,(参
照 2014-10-14). 
52 文部科学省. “教員の勤務負担軽減に関する教育委員会における取組.”文部科学
省.http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/uneishien/detail/1299055.htm,(参照 
2014-10-14). 
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える。この結論を更に裏付けるのであれば、紙媒体等のアナログ的な広報形態が、従来の
広報形態であったということが決定的な根拠となる。アナログ的な広報形態の方法を用い
て、近年まで学校図書館の広報を存続してきた結果、学校図書館の重要性に関する現状に
大きな変化が見られないというのであれば、広報の方法を改善する必要がある。しかし改
善後も、広報を従来のアナログ的な広報形態のみに偏って行っていれば、学校図書館の利
活用に関する重要性や、その認識を拡大することは永久に不可能であると考えられる。 
 
(2)デジタル形態の問題点 
ここではデジタル形態の広報における問題点を検討する。以下に、デジタル形態の広報
における問題点を、大きく分けて 3 つ挙げる。 
 第一に、管理や維持において、専門的な知識や技術が必要となる点である。1 章でも述べ
たように、日本では、どこの学校でもネットワーク設備が充実しているとはいえず、図書
館担当者や教員のウェブサイトに関する専門知識も不足している現状がある。こういった
現状の中で、日本の全ての学校図書館がデジタル形態の広報活動を行うとなると、その充
実度に偏りが出ることが予想される。そこで、デジタル形態の広報を実践し継続するには、
情報の発信者側にデジタルアーカイブを行っているという意識が必要であると考える。 
デジタルアーカイブとは、1996 年に月尾嘉男によって「有形・無形の文化資産をデジタ
ル情報の形で記録し、その情報をデータベース化して保管し、随時閲覧・鑑賞、情報ネッ
トワークを利用して情報発信53」という構想としてまとめられている。総務省の「デジタル
アーカイブの構築・連携のための ガイドライン」によると、公共図書館におけるデジタル
アーカイブの意義の中に、「アナログ情報へのアクセス（索引的データベース）の援助54」
とある。そのため、総務省がまとめたデジタルアーカイブの意義は、アナログ形態の広報
手段が主である学校図書館においても同様のことがいえると考える。 
デジタルアーカイブの対象は大きく分けて、ウェブページなどといった元がデジタル形
態であるもの、データなどといったデジタル形式に変換することが可能であるもの、印刷
                                                  
53 総務省 情報流通行政局 情報流通振興課. “デジタルアーカイブの構築・連携のための ガ
イドライン.” Adobe PDF.http://www.soumu.go.jp/main_content/000153595.pdf,(参照 
2014-10-18). 
54 総務省 情報流通行政局 情報流通振興課. “デジタルアーカイブの構築・連携のための ガ
イドライン.” Adobe PDF.http://www.soumu.go.jp/main_content/000153595.pdf,(参照 
2014-10-18). 
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物などといった、デジタル形式で作成されないものの 3 つが挙げられる55。アナログ形態で
紙媒体を用いた広報手段が多い学校図書館では、デジタルアーカイブの対象として 3 つ目
に挙げた、デジタル形式で作成されないもののデジタル化を行った上で管理し、利用者に
対して情報発信させる必要がある。このように学校図書館広報をデジタルアーカイブの観
点から捉えると、日本の図書館担当者や教員は、ウェブサイトに関する専門知識の不足に
加え、ウェブアーカイブの専門知識の不足が懸念される。したがって、日本の学校図書館
でデジタル形態の広報を行えば、ほとんどの学校が、デジタルアーカイブの現物の代替物
を保存と流通を目的にする等といった複数の条件を満たすことができないといえる56。 
 第二に、情報の受信者側に格差が生じる点である。1.3 で挙げた豊福晋平の先行研究から、
スマートフォンを所持している保護者は、スマートフォンを所持していない保護者よりも
ウェブサイト形式の広報への認識が高いといった指摘が明らかになった。このことからも、
パソコンやスマートフォンを所有していないなどといった場合には、デジタル形態におけ
る広報内容を受信することについて、情報の受信者側にも格差が生じると考えられる。そ
のため、日本において広報を受けると考えられる人物全員が、デジタル形態の広報を通し
て知らされる学校図書館に関する情報を得ることは不可能であろう。また、情報の受信者
側に格差が生じる可能性の例として、例えば、情報の発信者側の都合で、ウェブサイト上
に掲載していた情報を削除した場合が考えられる57。この場合は、情報の発信者側が情報を
削除する前後の時間差で、情報の受信者が得る情報に偏りが生じるといった問題もある。 
 第三に、著作権や肖像権における配慮を要するという点である。ウェブサイトは、掲載
した内容が、全国に発信されるという事実を踏まえた上で管理・運営していかなければな
らない58。防犯の観点からも、画像の取り扱いには厳重な注意が必要である。 
 以上の問題点の他にも、デジタルアーカイブの観点をも含めてデジタル形態の広報を捉
えると、多額の経費がかかるといったことや59、バックアップデータの保管場所の検討を行
                                                  
55 原田隆史.デジタルアーカイブの現状と問題点.レコード・マネジメント:記録管理学会誌. 
2002,no.44, p.23-34. 
56 原田隆史.デジタルアーカイブの現状と問題点.レコード・マネジメント:記録管理学会誌. 
2002,no.44, p.23-34. 
57 原田隆史.デジタルアーカイブの現状と問題点.レコード・マネジメント:記録管理学会誌. 
2002,no.44, p.23-34. 
58 産経 WEST. “半永久的に消せない「デジタルタトゥー」…ネット社会で広がる罪の意識
の薄さ JR 大阪駅ビルの写真ばらまき騒動. ” 産経 WEST. 
http://www.sankei.com/west/news/140922/wst1409220051-n1.html,(参照 2014-10-18). 
59原田隆史.デジタルアーカイブの現状と問題点.レコード・マネジメント:記録管理学会誌. 
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わなければならないといったことも問題点として挙げられる60。 
 以上の考察から、学校図書館の社会的認識を高めるためには、従来の紙媒体を中心とし
たアナログ形態の広報ばかりを継続して実践していても、現状を変えることはできないと
考えられる。 
 そこで、学校図書館は、更なる広報の方法を増やす必要があると考える。学校ならでは
の特徴でもあるとも考えられるアナログ形態の広報の存続は尊重するにせよ、場合によっ
ては、従来の紙媒体を中心としたアナログ的な広報形態から、デジタル的な広報形態に全
面的に移行して効果を検証していくことが重要である。 
  
2.4 ウェブサイトを活用した広報 
 学校図書館において有効であるデジタル的な広報形態を新たに考案する必要がある。文
献調査からは、図書館広報の様々な事例が明らかになった。明らかになった学校図書館広
報の種類の中でも、本稿では、数ある図書館広報の方法の中でも、学校図書館において有
効であるデジタル的な広報形態をウェブサイトとする。その理由としては、主に 4 つある。 
 第一に、現代では学校における広報の手段として、学校ウェブサイトが普及していると
いうことが挙げられる。幼稚園や専門学校を含めた我が国の教育機関におけるウェブサイ
トの件数は、現時点で i-learn.jp「日本の学校」に登録されている件数である 40878 件を上
回ることが考えられる61。それに対し、我が国の教育機関の数は、幼稚園や専門学校を含め、
54906 件とされている62。したがって、我が国の教育機関が所有するウェブサイトは我が国
の教育機関の約 74%以上が所有しているといえる。ウェブサイトを用いた学校図書館広報
の件数は、現在確認できる学校ウェブサイトの件数よりは明らかに少ないと考えられるが、
ウェブサイトを用いた広報は、学校ウェブサイトの運営・維持ができれば、学校図書館で
も同様に可能となるのではないかと考えられる。学校図書館ウェブサイトの開設・運営に
                                                                                                                                                  
2002,no.44, p.23-34. 
60総務省 情報流通行政局 情報流通振興課. “デジタルアーカイブの構築・連携のための ガ
イドライン.” Adobe PDF.http://www.soumu.go.jp/main_content/000153595.pdf,(参照 
2014-10-18). 
61 豊福晋平. “学校サイト検索.” i-learn.jp「日本の学
校」.http://web.archive.org/web/20131022061838/http://www.i-learn.jp/schools/,(参照 
2014-10-09). 
62 生涯学習政策局政策課調査統計企画室. “平成 26 年度学校基本調査の速報について;報道
発表資料.”文部科学
省.http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/attach/1350731.htm,(参照 2014-10-09) 
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必要な技術は、学校ウェブサイトの開設・運営の方法と同じであるといえるためである。
また、学校図書館は、学校教育や教職員といった学校全体と連携して経営を行っている機
関である63。学校図書館ウェブサイトが学校ウェブサイトの運営・維持の技術的な補助を受
けることも、学校図書館情報をその他の学校情報と合わせて発信することも可能であろう。
そのため、本稿における学校図書館の広報の方法として、学校図書館ウェブサイトに焦点
を当てることができると考える。 
 第二に、ウェブサイトという広報の手段には、インターネットを利用したデジタル形態
の広報の中でも学校が実践しやすいと考えられるためである。インターネットを利用した
デジタル形態について検討した時、SNS の利用をその範疇に含むのかが問題となる。しか
し、文献調査からは、学校図書館において SNS を用いた広報手段は確認できなかった。そ
の原因として、SNS は、その利用法や被害について小・中・高等学校では、特に利用指導
に注意が払われるということが挙げられる64。そのため、学校や学校図書館が積極的に SNS
を用いて広報活動を実践することは難しいと考えられる。 
 第三に、従来のアナログ的な広報形態のみの広報では、学校図書館の存在意義を認識さ
せる効果が薄いということに対し、後の管理・保管が学校全体の大きな負担になるという
ことが考えられるためである。そこで、学校図書館の広報活動は今以上にウェブサイトを
利用した取り組みを検討することが必要であると考える。利活用や運営が充実している学
校図書館が、率先して充実していない学校図書館のモデルとなるような広報の方法を取り
入れ、学校図書館の社会的認識における現状を変えていく必要がある。 
 第四に、情報を広く社会に伝えるには、ウェブサイトの利用が最もふさわしい手段であ
るためである。学校における広報は「広く社会一般に伝え65」ることが前提としてある。ウ
ェブサイトで広報を行うことの利点として、情報を広く社会に伝えるということが挙げら
れるため、学校図書館広報にウェブサイトを利用することには意義があると考えられる。 
 文献調査を行った上で得られた以上の理由から、今後の学校図書館の広報の方法として
学校図書館ウェブサイトがふさわしいと考えられる。学校図書館がウェブサイトを通して
広報を行うことで、学校図書館は、より、社会から注目される機関となると考えられる。
                                                  
63 平井幸子,澤崎忍.学級担任との連携で充実した教科学習.学校図書館. 2013,no.631, 
p.21-23. 
64 中野由章,米田貴.「LINE 外し」ロールプレイングによる情報社会に参画する態度の育成.
情報処理学会研究報告.コンピュータと教育研究会報告.2013,vol. 122,no.10, p.1-9. 
65奥田真丈,河野重男.現代学校教育大事典 3.株式会社ぎょうせい.初版.1993,p.124 -124. 
34 
 
そこで、本稿で扱う学校図書館の広報の方法としては、ウェブサイトを取り上げる。 
 
2.5 まとめ 
 ここでは、文献調査における全体のまとめを行う。文献調査で得られた結果は主に 3 つ
ある。第一に、学校図書館の広報に関する用語の定義や意義が明確になったことである。
そこから、学校図書館が広報活動を行うことによって、利用者の学習意欲や利用を促進さ
せる働きがあることから、学校図書館における広報の重要性を確認した。 
 第二に、学校図書館の広報サービスの種類と方法、広報の形態ごとの問題点が明らかに
なったことである。日本の学校図書館の広報活動の実践例として、紙媒体のアナログ的な
広報活動は多くの文献から確認できたのに対し、デジタル形態を活用した広報形態を採用
している学校数は全体的に少ないということが明らかになった。そこから、学校広報がウ
ェブサイトの利用を一般化したことに対し、学校図書館広報にはウェブサイトの利用が位
置づけられていないということがいえる。しかし、アナログ形態の広報活動のみの実践を
継続していては、学校図書館の社会的認識を高めることには限界がある。そのため、本稿
で取り扱う学校図書館の広報の方法として、学校図書館ウェブサイトを活用した広報に焦
点を当てて本研究を行うことを決定した。 
 第三に、本調査である学校図書館ウェブサイトに関する事例調査の評価規準の作成の際
に参考になると考えられる因子や項目の獲得である。 
 以上の文献調査からは、文献上で明らかになっている事実から考えられる学校図書館広
報における現状を明らかにした。次に、日本の学校図書館が、実際にウェブサイトを利用
してどのような広報活動を行っているのかを調査する。次章では、学校図書館ウェブサイ
トに関する事例調査を行い、学校図書館のウェブサイトの充実度の現状を明らかにする。 
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3.学校図書館ウェブサイトに関する事例調査 
 2 章で行った文献調査の結果から、学校図書館ウェブサイトを利用した広報を行っている
学校は存在しても、学校図書館ウェブサイトが充実している学校数は全体的に少ないとい
うことが明らかになった。そこで、実際に活用されている学校図書館ウェブサイト現状を
調査する。 
 
3.1 事例調査の目的と方法 
現在の学校図書館ウェブサイトが、どの程度学校図書館広報としての役割を果たすこと
ができているのかを知るため、現存する学校図書館ウェブサイトを複数抽出し、作成した
評価基準を用いて、その充実度を評価する。評価の結果から、現在の学校図書館ウェブサ
イトの現状を明らかにすることを目的とする。 
 学校図書館ウェブサイト抽出調査の評価は、学校図書館ウェブサイトに学校図書館情報
がどれだけ公開されているかといった「学校図書館ウェブサイトの公開情報」と、文章や
画像の正確な表示や利用のしやすさに対する工夫が見られるかといった「ウェブサイトユ
ーザビリティ」の 2 つの観点から行う。その際に用いる評価基準は、主に 2.2.3 で挙げた文
献を参考に定める。特に「学校図書館ウェブサイトの公開情報評価」は中原道高の「図書
館のウェブページに期待できる内容の例」を「ウェブユーザビリティ評価」は仲川薫らの 7
因子 21 項目を中心に他の文献も参考にしながら評価基準を定める。詳細な評価事項につい
ては、筆者が必要に応じて改訂を行い、評価に適する形式に改める。 
 評価基準の作成手順としては、「学校図書館ウェブサイトの公開情報評価」については、
豊福晋平（2005）の論文中の、学校がウェブサイトを所有し、情報を発信することで得ら
れる 5 つの利点を評価項目ごとの枠組みとして利用する。また、文献調査で明らかになっ
た学校図書館ウェブサイトが果たす望ましい役割を考慮し、新たな枠組みを設ける。そし
て、それらの枠組みに基づいた項目を、中原道高の「図書館の Web ページに期待できる内
容の例」より参考にし、必要に応じて改訂し、最終的な評価基準を定める。枠組みと評価
項目を別に定めるのは、「ウェブユーザビリティ評価」の評価規準の作成において引用する
仲川薫らの 7 因子 21 項目の評価スケールと形態を揃えるためである。 
 「ウェブユーザビリティ評価」の評価規準の作成において引用する事項は、仲川薫らが
定めたウェブサイトのユーザビリティに関する 7 因子 21 項目の評価スケールである。この
評価スケールの改訂では、主に項目内容の重複の省略や表現の変更を行い、評価因子とそ
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れに基づく項目を設定する。 
 実際の評価の際は、得点化を行う。調査した学校図書館ウェブサイトが、作成した評価
規準の項目の条件に当てはまる場合は最高得点として 2 点、当てはまらない場合は最低点
として 0 点、どちらともつかない場合は 1 点として、各項目に得点を与える。得点化によ
る分析の方法としては、まず、枠組み・因子ごとの平均点から、学校図書館ウェブサイト
全般において達成できていない課題を明らかにする。また、特に得点の合計が低かった学
校における特徴を明らかにし、学校図書館ウェブサイトの現状を明らかにする。 
 
3.2 事例調査の対象 
学校図書館ウェブサイト抽出調査の対象とする学校図書館ウェブサイトは、2013 年度 10
月時点の i-learn.jp「日本の学校」より、学校ウェブサイトの評価が特に優秀とされる＋＋
A と認定された日本全国の小、中、高等学校の学校ウェブサイトと、雑誌『学校図書館』
で学校図書館ウェブサイトを所有していることが紹介されている学校を抽出し、学校ウェ
ブサイトの中に学校図書館ウェブサイトへのリンクが存在し、実際に学校図書館ウェブサ
イトとして機能している学校図書館ウェブサイトを対象とする。学校ウェブサイトと同様
広報における充実度が期待される学校図書館ウェブサイトに見られる傾向を明らかにする。 
i-learn.jp「日本の学校」の調査年度についてであるが、2013 年 10 月時点と定めたのは、
現在当サイトがメンテナンス中であり、今年度中の復旧が見込める保証がないためである。
そこでウェブサイトのアーカイブスを行っている「Wayback Machine66」というウェブサ
イトから、i-learn.jp「日本の学校」を閲覧して調査を行う。現時点でページが正確に表示
される最新の更新日が 2013年度の 10月 23日のものであり、利用することができる。また、
i-learn.jp「日本の学校」の存在を知り、当サイトを利用したウェブサイトの抽出調査の実
施を決定した年度が 2013 年 10 月であったこともあり、調査年度は 2013 年 10 月とする。 
調査対象の学校は、校種を小学校・中学校・高等学校とし、公立や私立等といった運営
機関を問わずに調査する。あらかじめ調査の対象外とする学校図書館ウェブサイトは、サ
イト自体が準備中等といった理由で、調査の段階で閲覧が不可能な学校、学校図書館情報
の提供がブログ形式のみで発信されるなど、内容が偏っているために評価が困難な学校で
ある。また、ウェブサイトのアーカイブサイトである「Wayback Machine」において、ア
                                                  
66 Internet Archive. “Wayback Machine.” Internet Archive Wayback 
Machine.http://archive.org/web/,(参照 2015-01-14). 
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ーカイブされていない校種が 1 つでもある地域のウェブサイトは調査の対象外とする。 
なお、中等教育学校については、i-lean.jp「日本の学校」において中高一貫校として評価
されているため、中等教育学校については中高一貫校とみなし、特別に中等教育学校調査
枠を設ける必要は無いと判断する。 
 
3.3「学校図書館ウェブサイトの公開情報」における評価 
「学校図書館ウェブサイトの公開情報評価」では、調査対象校の各学校図書館ウェブサ
イトが、どのような学校図書館情報をどれだけ発信しているかといったことを評価する。 
 
3.3.1 評価の枠組みの検討と評価のポイント 
学校図書館ウェブサイト抽出調査の概要を述べる前に、1章でも触れた、豊福晋平（2005）
で述べられている学校ウェブサイトによる広報の複数の利点について改めてまとめる。豊
福が挙げる利点は、学校図書館ウェブサイトの抽出調査にあたり、調査全般の基準となる
評価項目を作成する際の枠組みに置き換えることができると判断したためである。 
 豊福晋平（2005）は、論文中で学校ウェブサイトの利点や役割として「学校の自律性と
活動実績を世間一般に示す唯一かつ最も効果的な手段で、掲載内容は社会に対して開かれ
ている」「学校の内部透明化の実現」「学校ウェブサイトが実力をつければ、マスコミが担
って来た学校の現実の報道に頼らない、学校の現実を直接発信することが可能」「社会的な
学校への関心と支持の獲得が可能」「ウェブサイトの更新頻度による情報の信憑性の向上が
見込まれる」といった 5 つを挙げている。本稿ではこれらの利点や役割を評価基準の枠組
みとして置き換える。 
 豊福晋平（2005）が挙げる 5 つの利点から、事例調査の評価の枠組みについて検討する。
なお、実際の評価の際に以下で定める評価の枠組みと項目以外で気がついた点を記入でき
るよう、枠組みの 7 つ目を作成し、自由記述欄を設ける。 
 
(1)第１の枠組みと評価のポイントについて 
豊福が挙げる第一の利点は、「学校の自律性と活動実績を世間一般に示す唯一かつ最も効
果的な手段で、掲載内容は社会に対して開かれている」である。利用者にウェブサイト上
で学校図書館情報を獲得させるためには、その内容が、常に社会に対して開かれていなけ
ればならないと考える。そのため、これは、学校図書館ウェブサイトを評価分析するため
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の「社会への公開」という枠組みとして要約する。 
この枠組みに基づく評価項目には、学校図書館ウェブサイトが社会に開かれているとい
う前提を達成できているかを評価する事項を設ける。 
 
(2)第 2 の枠組みと評価のポイントについて 
第二の利点として「学校の内部透明化の実現」が挙げられる。これについては、「内部透
明化」という枠組みとして要約する。学校図書館ウェブサイトでは、館内での活動内容や
連絡事項を知らせなければならないと考える。そのため、この枠組みに基づく評価項目に
は、学校図書館の内部情報を公開できているかを評価する事項を設ける。 
 
(3)第 3 の枠組みと評価のポイントについて 
第三の利点として「学校ウェブサイトが実力をつければ、マスコミが担って来た学校の
現実の報道に頼らない、学校の現実を直接発信することが可能」が挙げられる。この利点
については、「具体的な情報発信」という枠組みに要約する。学校図書館は、学校図書館な
らではの情報を利用者に対して発信するということが重要であると考える。この枠組みに
基づく評価項目には、学校図書館が主体的に、学校図書館情報を利用者にとって解りやす
く、あるいは視聴覚に訴える形態で情報を発信しているかを評価する事項を設ける。 
 
(4)第 4 の枠組みについてと評価のポイント 
第四の利点として「社会的な学校への関心と支持の獲得が可能」が挙げられる。この利
点については、「関心の獲得」と要約する。この枠組みに基づく評価項目には、瞬間的な今
回の調査において、調査者の関心を喚起させることができるような要素が学校図書館ウェ
ブサイト上に存在するかを評価する事項を設ける。例えば、「気軽にお越し下さい」等とい
った利用者に対する呼びかけの掲載等、利用者の気持ちを引く工夫の有無を評価する。 
 支持の獲得については、今回の瞬間的な調査においては、調査対象である学校図書館
を支持するかを測ることは難しいと考えられるため、評価分析の対象からは省略する。 
 
(5)第 5 の枠組みについてと評価のポイント 
第五の利点として「ウェブサイトの更新頻度による情報の信憑性の向上が見込まれる」
が挙げられる。この利点については、「更新」と要約する。今回の調査では、対象となる学
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校図書館ウェブサイトを継続的に見守ることはしないため、各学校の「情報の信憑性の向
上」までを判断することは難しいと考える。この枠組みに基づく評価項目には、ウェブサ
イトの更新頻度を評価することができる事項を設ける。 
 
(6)第 6 の枠組みについてと評価のポイント 
 第六の枠組みとして、「リンクの有無」を挙げる。学校ウェブサイトの利点として、豊福
晋平（2005）の論文中には、学校広報において外部リンクの有無に関する言及はなされて
いない。しかし、他の複数の文献から、学校図書館ウェブサイトに学習に役立つ外部のオ
ンラインデータベースへのリンクが見られるかどうかといったことも子どもの学びにおい
て重要視されていることが明らかになったため67 68、「リンクの有無」として枠組みを追加
する。この枠組みに基づく評価項目には、学習に役立つ外部のオンラインデータベースへ
のリンクの有無評価することができる事項を設ける。 
 
3.3.2 評価項目の検討と評価のポイント 
 本項では、枠組みに基づく評価項目の検討と決定を行う。 
表 6 は、先行研究でも触れた、金沢みどりのシーライ・コンテンツ・モデル69、表 7 は、
中原道高の「図書館の Web ページに期待できる内容の例」70である。評価項目を定めるに
あたり、これらの表にまとめてある事項等を参考にしながら、評価項目を検討する。特に、
表 5 の中原道高の「図書館の Web ページに期待できる内容の例」にまとまっている事項は
非常に網羅的であるため「学校図書館ウェブサイトの公開情報」における評価項目の検討・
決定を行う上で最も重視する。 
なお、これ以降、本稿において、金沢みどりの「シーライ・コンテンツ・モデルの構成
要素と具体的な内容」を指す際には表 6、中原道高の「図書館の Web ページに期待できる
内容の例」を指す際には、表 7 と省略して表記する。 
                                                  
67 中原道高.図書館 Web ページの現状と作成(特集 ホームページの作成と活用).学校図書
館.2005,no.654,p.31-33. 
68 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
69金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
70中原道高.図書館 Web ページの現状と作成(特集 ホームページの作成と活用).学校図書
館.2005,no.654,p.31-33. 
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表 6 金沢みどりの「シーライ・コンテンツ・モデルの構成要素と具体的な内容」 
構成要素 具体的な内容
①コア・コンテンツ a.学校図書館の使命と方針 
b.学校図書館への連絡情報 
c.ホームページに関する情報 
②インフォメーション・ツール・コンテンツ a.学校図書館の利用案内
b.学校図書館の利用規則
c.学校図書館についての最新のニュース 
d.学校図書館における行事 
e.ブック・リスト
f.書評
③レファレンス・ツール・コンテンツ a.Web 版 OPAC へのアクセス 
b.インターネットに関する一般的な情報提
供や、WWW 上にある主要な情報源に関す
る情報提供 
c.インターネット上の一般的な分野に関す
る情報源へのリンク 
d.インターネット検索エンジンへのリンク
④リサーチ・ツール・コンテンツ a.インターネット上の専門的な分野に関す
る情報源へのリンク 
b.専門的な分野に関する情報源へのリンク
⑤インストラクショナル・ツール・コンテン
ツ 
a.チュートリアル
b.宿題の援助
 
表 7 中原道高の「図書館の Web ページに期待できる内容の例」 
 項目 活動や情報提供の内容概略 
総
合
案
内 
1 目的や趣旨・概要 
2 利用のよびかけ 
3 図書館利用規程 
4 図書館の配架図 
5 図書館所在地図 
6 提供サービス概略 
図書館のポリシー、予算獲得には必須 
魅力をアピールし、利用者を呼び込む 
利用に当たってのルールやマナー提示 
どこに何があるかを平面図で知らせる 
どこに図書館があるか、新入生向き情報 
図書貸出し以外のサービスを知らせる 
メ
デ
ィ
ア 
1 蔵書数一覧 
2 図書目録 
3 図書データベース 
4 蔵書検索システム 
5 雑誌と新聞 
図書館の規模や傾向を知らせる 
図書館利用の基本情報・全掲載は困難 
コンピュータによる蔵書管理システム 
本の検索や貸出し状態の把握・管理 
雑誌や新聞など日刊・週間・月刊図書 
 
1 視聴覚資料 
2 マルチメディア資料 
3 インターネット閲覧 
4 調査研究資料等 
5 その他の活動支援 
ビデオやテープ・CD などの視聴覚資料 
CDROM や DVD などデジタル化教材 
インターネット端末の提供・閲覧など 
学校内外での調査資料などの閲覧資料 
メディア・機器その他の管理・貸し出し 
広
報
活
動 
1 新着図書紹介 
2 おすすめの本 
3 図書館だより編集 
4 トピック・お知らせ 
新着と書情報の内容紹介・一覧提供 
教員や教科からお薦めの本情報を提供 
運営情報提供や教員・生徒の発表の場 
身近なニュースや新鮮な情報など 
活 1 図書委員会運営 図書館を支える生徒組織の活動運営 
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動
の
記
録 
2 ボランティア活動 
3 よみきかせ活動 
4 その他イベント等 
5 朝の読書推進 
6 利用状況調査 
生徒・保護者などによるボランティア活動 
ものがたりに親しんでもらうための活動 
文化祭やイベントでの展示や古本市等 
読書週間や情緒の安定の取り組み 
利用状況や読書傾向のフィードバック 
発
表
活
動 
1 読書感想文 
2 読書感想画 
3 総合的な学習・成果 
4 調べ学習レポート 
5 クイズ・Q&A・FAQ 
夏休みの課題や感想文を発表する 
読書によるイメージを絵図化し発表 
総合的な学習の成果を発表する 
調べ学習や研究レポートの発表 
図書関連クイズで興味や関心を深める 
外
部
連
携 
1 図書関係リンク集 
2 教科学習資料リンク 
3 外部情報ニュース 
4 地域図書館との連携 
地域図書館や博物館へのリンク 
教科や修学旅行など関連内容のリンク集 
最近のニュースや話題に関する情報提供 
地域図書館との横断検索サービスなど 
  
これら 2 つの表から、学校図書館ウェブサイトで発信することが望ましいと考えられる
学校図書館情報として共通している項目として挙げられるのは、「利用規定」、「概要や方針」、
「アクセス情報」、「利用案内」、「蔵書構築」、「おすすめの本」、「蔵書検索システム」、「学
習に役立つ外部のサイトへのリンク」、「行事などのお知らせ・ニュース」の 9 つである。 
以上の学校図書館が発信することが望ましい広報の項目の中でも、今回の調査において
評価の必要がある項目を検討する。そして、表 7 にまとめられている「項目」から今回の
調査で利用する項目を抜き出し、3.3.1 で定めた 6 つの枠組みの中に該当する形式の評価項
目に改め、1 つの枠組みにつき 2 項目ずつを当てはめていく。評価項目の具体的な内容は、
表 7 の「活動や情報提供の内容概略」を参照し決定する。また、枠組みに合わせ、表中の
「項目」に適切な内容の項目が見当たらない場合には、独自で評価項目を作成する。 
枠組みの数を 6 つとして、選択する項目数を 2 項目とするのは、調査結果の分析の際に
行う点数化を簡便にするためである。また、後で定める「ウェブサイトユーザビリティ」
に関する評価項目の調整後の評価項目数と統一させる目的もある。 
 まず、今回の調査においては不要と考えられる事項を検討し、それらの項目の省略を行
う。例えば、表 7「項目」から考えると、「メディア」の中の上下段 10 項目と「発表活動」
の中の 5 項目が不要と考えられる事項として挙げられる。「メディア」の中の 10 項目の内
容は、あくまで各学校図書館の内部において実践されている学校図書館利用者に対する取
り組みであり、社会に向けた広報内容とは無関係の情報であると見なすことができるため
である。また、蔵書の状態や目録の掲載は、その学校内のコンピュータ上からでしかアク
セスできないといったことや、学校の内部情報の一環として管理している学校図書館もあ
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ることが推測されるため、今回の調査においては正確な評価はできないと考えられる。 
 「発表活動」の中の 5 項目については、発表活動の成果をウェブサイトに掲載すること
は、児童・生徒のプライバシーや個人情報保護の観点から、実践している学校図書館ウェ
ブサイトは極端に少ないと推測できるため不要と考えられる事項として挙げられる。また、
発表内容や授業の成果等は学校によって異なるため、評価項目として当てはめると、結果
に統一性が無くなることが予測される。調査結果に偏りを出さないようにするためにも、
これらの 5 項目は省略する。 
 以上の理由より、今回の調査に用いる評価基準からは、上記の評価項目はあらかじめ省
略することとする。 
 次に、3.3.1 で定めた「学校図書館ウェブサイトの公開情報」の枠組みに該当すると考え
られる項目と、評価のポイントを検討・決定していく。 
 
(1)「社会への公開」に該当する項目と評価のポイント 
  この枠組みに該当する項目として「学校もしくは学校図書館の連絡先が掲載されてい
る」を独自で作成する。金沢みどりには、学校図書館ウェブサイトに掲載することが望ま
しい情報の 1 つに、学校図書館への連絡情報を挙げている71。このことから筆者は、学校図
書館は保護者によるボランティア等の外部からの問い合わせに応じる可能性があると考え、
その学校もしくは学校図書館への連絡先の公開の有無を、評価における必須項目とすて定
める。なお、連作先の表記は、学校図書館ウェブサイトの中に PDF ファイルとして取り込
んだ図書館だよりの中に学校図書館への連作先が掲載されて掲載されていた場合も含め、
ウェブサイトの中のいずれかのページに掲載してあれば、有しているものと見なす。利用
者がその学校の連絡先を目にすることができるようになっている状態を学校図書館側が保
持しているのであれば、「社会への公開」の因子の条件を充分に満たしていると考えられる。 
 表 7 からは「図書館利用規程」を選び「図書館利用案内が掲載されている」と改める。
この項目では、学校図書館ウェブサイト上に利用案内や利用規約が掲載されているかを評
価する。学校図書館の利用にあたっては、利用案内や規約の内容は誰もが理解する必要が
ある。学校図書館の利用情報を知らない学校関係者以外の人にも、その学校の利用案内を
広報内容として組み込むということは重要であると考える。 
                                                  
71 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
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(2)「内部透明化の実現」に該当する項目と評価のポイント 
 この枠組みでは、学校ごとにどのような立場の人を中心として学校図書館の運営が行わ
れているのかといったことを問う項目を設ける。まず、表 7 の「項目」の中の「活動の記
録」の項目から「図書委員会運営」を選択する。この項目は「図書委員会の活躍が見られ
る」と改める。主に図書委員会が学校図書館運営に関わっているかを問う。 
 次に「学校図書館運営者の名前の掲載が見られる」を項目として独自で作成する。表 7
の中には学校図書館運営者の名前の掲載の有無を評価する項目は無いが、金沢みどりは、
学校図書館ウェブサイトにおいて重要である基準の 1 つに、「著者がはっきり確認されてい
ること」を挙げている72。筆者自身、たいていの学校図書館ウェブサイトの情報発信源は、
その学校図書館担当者であると考え、学校図書館を中心となって運営する者が誰であるか
を明記することも、学校図書館の内部透明化の実現において必要な要素であると考える。
そのため、この項目では、学校図書館ウェブサイトのページ上にその学校の学校図書館運
営者の名前の掲載が見られるかを評価する。 
 
(3)「具体的な情報発信」に該当する項目と評価のポイント 
 この枠組みでは、学校図書館の自律性を重視する。ここで定める項目は、学校図書館関
係者以外の人が関わった学校図書館活動の内容に関する情報の公開がどの程度できている
かを評価できるものを選択することとし、表 7 の「項目」の中からは「図書館だよりの編
集」と「その他イベント等」を選ぶ。「図書館だよりの編集」は「図書館だよりが定期的に
掲載されている」と改める。前に行った文献調査から、学校の学校図書館の広報の方法と
して、図書館だよりの発行は以前から日本全国の学校で行われていたということが明らか
になったが、今後はアナログ的な手段で伝えてきた学校図書館情報を時代の変化に合わせ、
デジタル化して発信する必要があると考える。そこで、学校図書館ウェブサイト上に学校
図書館が発行している図書館だよりの公開が、学校関係者以外のウェブサイト閲覧者に対
しても公開され、情報発信が行われているかといったことを評価する。 
 「その他イベント等」については「文化祭やイベントでの活躍が見られる」と改める。
例えば、文化祭や修学旅行等といった学校のイベントの前後では、児童・生徒、教員が普
段よりも多く学校図書館を利用すると考えられる。こういった学校図書館の利用に関する
                                                  
72 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
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活動の報告は、児童・生徒、教員の更なる学校図書館利用を促進させるためにも有効であ
ると考える。また、児童・生徒の保護者とっても、自分の子どもが関わった学校のイベン
トについて学校図書館ウェブサイトを通して知ることで、子どもの学習と学校図書館の関
係性をより強く認識するための動機になり得ると考えられる。そのため、この項目では、
学校図書館が関わったイベントや活動の情報の公開が見られるかを評価する。 
 
(4)「関心の獲得」に該当する項目と評価のポイント 
 この枠組みではその学校の学校図書館ウェブサイトの内容が本調査の調査者にとって、
興味・関心をひくものであるか判断できるかを評価する。評価項目の検討にあたっては、
表 7 中の「項目」の中から「利用のよびかけ」と「おすすめの本」を選ぶ。「利用の呼びか
け」は、評価項目として「学校図書館利用の呼びかけが見られる」と改める。学校図書館
からの利用者に対する呼びかけの掲載は、利用者に学校図書館に対する関心を促す効果が
あると考えられる。この評価項目では、「ぜひ学校図書館にお立ち寄りください」等といっ
たメッセージの有無を評価する。 
 「おすすめの本」は、評価項目として「おすすめの本の紹介が見られる」と改める。各
学校図書館が行うおすすめの本の紹介は、現在学校図書館では、誰によってどのような本
がよく読まれているのかといった関心を獲得する見込みがある。教員や、図書委員会を含
む児童・生徒のいずれか、もしくは両者がおすすめする本の紹介が、ウェブサイト上で見
られるかを評価する。 
 
(5)「更新」に該当する項目と評価のポイント 
 この枠組みでは、学校図書館ウェブサイトの更新状況を評価する。豊福晋平は、学校ウ
ェブサイトの更新頻度が学校の信憑性に繋がるとしている73。その他の先行研究を参照して
も、学校図書館ウェブサイトの更新情報は提供するべき内容として挙げられている74。更新
に関する項目は表 7 の中には含まれていない。そのため、更新についての項目は「更新が
頻繁である」と「更新された内容がすぐにわかる」の 2 つを独自で作成する。「更新が頻繁
である」について、更新頻度の評価の規準を定める必要がある。学校図書館ウェブサイト
                                                  
73 豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評
価としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
74 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
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の更新頻度は学校ウェブサイトが公開する情報の発信量よりも限られていると考えられる。
そのため、更新頻度は毎日でなくてもおよそ定期的に行われている学校図書館を評価する。 
 「更新された内容がすぐにわかる」に関しては、例えば、学校図書館ウェブサイトのト
ップページに、「〜についての記事を追加しました」などのメッセージの有無を評価する。
更新頻度が頻繁、もしくはおよそ定期的であっても、更新された事実の表記が無ければ意
味がない。更新日時の明記がなされている等、わかりやすさに配慮した更新内容を掲載す
る学校図書館ウェブサイトは、社会に対して開かれているという意識が充分にあると考え
られる。 
 
(6)「リンクの有無」に該当する項目と評価のポイント 
 この枠組みの中では、学習に役立つオンラインデータベースへのリンクの有無を評価す
る。表 7 の「項目」の中からは、評価項目として「教科学習資料リンク集」と「外部情報・
ニュース」を挙げる。「教科学習資料リンク集」は評価項目として「教科学習資料リンク集
がある」と改める。中原道高は、学校図書館ウェブサイトにおいて、学習に役立つオンラ
インデータベースへのリンクの重要性を述べている75。金沢みどりもシーライ・コンテン
ツ・モデルの中で「宿題の援助」を挙げている76。そのため、この評価項目では、学校図書
館ウェブサイト上に教科学習に関連するリンクが存在するかを評価する。 
 「外部情報・ニュース」は、評価項目として「外部情報・ニュースへのリンク集がある」
と改める。学校図書館ウェブサイトにおける外部リンクの掲載についても、中原道高と金
沢みどりは重要事項として認識している7778。そのため、この評価項目では、学校図書館ウ
ェブサイト上に、学習に役立つ外部情報・ニュースに関するリンクの有無を評価する。 
 
3.4「ウェブサイトユーザビリティ」に関する評価 
 学校図書館ウェブサイトに関する事例調査では、学校図書館に関する広報の内容以外に
                                                  
75 中原道高.図書館 Web ページの現状と作成(特集 ホームページの作成と活用).学校図書
館.2005,no.654,p.31-33. 
76 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
77 中原道高.図書館 Web ページの現状と作成(特集 ホームページの作成と活用).学校図書
館.2005,no.654,p.31-33. 
78 金沢みどり.質の高い学校図書館ホームページの構築に向けて.学校図書館.2005,no.654, 
p.17-20. 
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もウェブユーザビリティの視点からの評価も必要である。以下で、ウェブサイトユーザビ
リティの評価の観点を検討していく。 
 
3.4.1 評価因子の検討と評価のポイント 
まずは「ユーザビリティ」における評価の因子を定める。因子を定める方法は「学校図
書館ウェブサイトの公開情報」の評価の枠組みを検討・決定した時と同様である。なお、「学
校図書館ウェブサイトの公開情報」の評価における「枠組み」と、「ユーザビリティ」の評
価における「因子」は、本稿においては同一の意味で用いることとする。 
 「ウェブサイトユーザビリティ」の評価については、仲川薫らによる 7 因子 21 項目の評
価スケールを参考に、評価基準の作成を行う。仲川薫らが定めた項目に基づく 7 因子は、
以下のようになっている。 
 
表 8 仲川薫らの因子の概要 
第１因子 
好感度 
ウェブサイトに対して「いい感じ」を抱いたかどうか。特に「楽しさ」
「親しみ」といった方向での個人的・主観的な満足感。 
第 2 因子 
操作の分かりや
すさ 
ウェブサイトを利用しようとするときの操作や手順はわかりやすいか。
自分の思うとおりに操作できる感覚。 
第３因子 
役立ち感 
ウェブサイトに対して「これは使える」「役に立つ」という感覚を抱い
たかどうか。再訪意向や、他人への推薦意向に直結。 
第４因子 
構成の分かりや
すさ 
ウェブサイトの全体構成、階層構造といった空間的なわかりやすさや全
体的な統一感はあるか。 
第５因子 
見易さ 
ウェブサイトの視覚的な見易さは十分か。
第 6 因子 
反応のよさ 
ウェブサイト上での操作に対する反応や、ウェブサイトの動き具合が、
適切でかつ素早いか。 
第 7 因子 
内容の信頼性 
ウェブサイト二掲載されている情報が、内容的にみて信頼できそうか。
  
以上の 7 因子から、本調査で利用する因子を決定する。「学校図書館ウェブサイトの公開
情報」で定めた、自由記述欄を除く評価の枠組みの数と統一させるため、今回は表 1 から
因子の数を 1 つ省略する必要がある。 
 まず、この表における因子の省略についてであるが「第 7 因子 内容の信頼性」を挙げ
る。今回の調査は前述した通り瞬間的なものであり、その学校図書館ウェブサイトの正確
な信頼性の評価は困難であると判断するためである。 
 次に、残りの 6 因子の評価のポイントを検討する。なお、「学校図書館ウェブサイトの公
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開情報」の評価と同様に、7 因子目に自由記述欄を設ける。 
 
(1)「第一因子 好感度」と評価のポイントについて 
 この因子は「好感度」とする。この因子では、学校図書館ウェブサイトは、あくまで教
育現場から発信される広報内容であるということを前提とする。そのため、教育現場にふ
さわしい言葉遣いやデザインの選択が、ウェブサイトの閲覧者の好感度に繋がると考えら
れる。この因子に基づく評価項目では、教育現場におけるデザインや言葉遣いをわきまえ
たウェブサイトに仕上がっているかを評価するできるものを選ぶ。 
 
(2)「第二因子 操作の分かりやすさ」と評価のポイントについて 
 この因子は「操作の分かり易さ」と改める。漢字表記に改めた部分は、後に示す仲川薫
らの評価スケールに基づく表記であり、最終的にはこの因子の形式を、後の評価スケール
の形式に統一するためである。 
 この因子に基づく評価項目では、学校図書館ウェブサイトを閲覧する際に、目的のペー
ジを閲覧するまでの操作の煩雑さが少なくなるよう工夫されているかを評価することがで
きるものを選ぶ。 
 
(3)「第３因子 役立ち感」と評価のポイントについて 
 この因子は「役立ち感」とする。この因子に基づく評価項目では、学校図書館ウェブサ
イト内で提供されている情報量や、情報の内容を説明する言葉使いの適切さを評価できる
ものを選ぶ。発信されている情報の内容が適切な言葉遣いによって説明されていることが、
利用者にとって「役に立つ」と思われる上で重要であると考える。 
 
(4)「第４因子 構成の分かりやすさ」と評価のポイントについて 
  この因子は「構成の分かりやすさ」とする。この因子に基づく評価項目では、学校図
書館ウェブサイトが、すぐに目的の情報が見つかるような構成となっている評価できるも
のを選ぶ。特に、学校図書館ウェブサイト全体を見た時に、メニューや項目から、関連の
ある情報同士がまとまっているかといったことを評価する。 
 
(5)「見易さ」と評価のポイントについて 
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 この因子は「見易さ」とする。この因子に基づく評価項目では、学校図書館ウェブサイ
トの文字表記や画像等を見た時の印象を評価できるものを選ぶ。文字表記のレイアウトや
画像の画質の状態によって、発信されている情報が正確に伝わっているかを評価する。 
 
(6)「第 6 因子 反応のよさ」と評価のポイントについて 
 この因子は「反応のよさ」とする。この因子に基づく評価項目では、学校図書館ウェブ
サイトの閲覧者による操作に対して、ウェブサイトから適切な反応が返ってくるといった
ことを評価できるものを選ぶ。この因子では、画像や目的のページの表示が正確か、また、
表示までに時間がかからないかといったことを評価する。 
 
 次の節では、本項で定めた因子に基づく評価項目を検討してゆく。なお、表 8 に挙げた 因
子の概要については、これ以降は表 8 と表記する。 
 
3.4.2 評価項目の検討と評価のポイント 
 「ウェブサイトユーザビリティ」の評価規準の作成において引用する項目は、表 8 の中
の 7 因子から、それぞれ 3 項目ずつ導き出された、合計 21 項目から成る評価スケールを利
用する。仲川薫らが導き出した評価スケールとは、以下の通りである。表 8 とは、因子の
表記や順番は異なるが、本調査で用いる評価項目を設定する際には、因子の表記や順番は
以下の評価スケールと同様の順序で定める。 
 なお、評価スケールについて、▼とは逆転項目の意で、仲川薫らが述べる逆転項目とは、
「質問表現が、その評価軸の方向と逆になっている項目。同じ方向の場合は「正問」と呼
んでいる。」としている79。 
 
■好感度 
   このウェブサイトのビジュアル表現は楽しい 
   このウェブサイトは印象に残る 
   このウェブサイトには親しみがわく 
                                                  
79 仲川薫,須田亨,善方日出夫,松本啓太. “ウェブサイトユーザビリティアンケート評価手法
の開発. ” Adobe PDF. https://www.iid.co.jp/seminar/publish/pdf/his_10th_paper.pdf,(参照 
2015-01-15). 
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■役立ち感 
   このウェブサイトではすぐにわたしの欲しい情報が見つかる 
   このウェブサイトにはわからない言葉が多く出てくる▼ 
   このウェブサイトを使用するのは時間の浪費である▼ 
■信頼性 
   このウェブサイトに掲載されている内容は信頼できる 
   このウェブサイトは信頼できる 
   このウェブサイトの文章表現は適切である 
■操作の分かり易さ  
   このウェブサイトの操作手順はシンプルでわかりやすい 
   このウェブサイトの使い方はすぐに理解できる 
   このウェブサイトでは、次に何をすればよいのか迷わない 
■構成の分かり易さ 
   このウェブサイトには統一感がある 
   このウェブサイトはメニューの構成が分かりやすい 
   自分がこのウェブサイト内のどこにいるのかわかりやすい 
■見やすさ 
   このウェブサイトの文章は読みやすい（行間、文章のレイアウトなど） 
   このウェブサイトの絵や図表は見にくい▼ 
   このウェブサイトを利用していると、目が疲れる感じがする▼ 
■反応の良さ 
   このウェブサイトでは、操作に対してすばやい反応が返ってくる 
   このウェブサイトを利用しているときに、画面が正しく表示されないこ 
   とがある▼ 
   このウェブサイトを利用しているときに、表示が遅くなったり、途中で 
   止まってしまうことがある▼ 
図 1 仲川薫らの評価スケール 
  
評価を行いやすくするため、逆転項目については、改訂もしくは必要に応じて省略をす
る必要がある。以下から「学校図書館ウェブサイトの公開情報」の評価項目を定めた時と
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同様に、1 つの因子に基づく項目の数を 2 つに揃え、最終的には 6 因子 12 項目を設定する。 
 また、ウェブサイトのユーザビリティの質を評価する上で重要な要素を、図 1 とその他
の文献を照合して検討する。ウェブサイトにおいて必要であると考えられるユーザビリテ
ィに関する要素は、操作性に関する「見たい情報が簡単に探せる」80、「アクセス性能」81、
「正確さ」82、親しみやすさ83に関する「デザインやレイアウト」84、「写真や映像」85、「背
景やフォントの色彩関係」86、ページ内のリンクボタンなどといった「ナビゲーション」87、
適切な文章表現や言葉遣いに関する「年齢に応じた内容理解の配慮」88、「読みやすさ」89が
どの文献からも挙げられている。以上のウェブサイトに必要なユーザビリティ評価の要素
と図 1 を照合すると、ウェブサイトのユーザビリティ評価においては、操作性に関する評
価はもちろん、親しみやすさや文章表現の適切さといった、個人的な感覚に基づく評価を
多く行う必要があることがわかる。しかし、今回の調査は、筆者が単独で行うため、感覚
的な評価の結果には偏りが生じる可能性が高い。そのため、図 1 の評価項目のうち今回の
調査で利用する多くの項目は、なるべく感覚的な表現を避けた項目の形式に改める。 
評価項目の定め方としては、図 1 とその他の参照文献から明らかになったウェブサイト
におけるユーザビリティに関する重要な要素を踏まえ、図 1 の因子の順に各因子内で省略
                                                  
80 豊福晋平.学校ウェブサイトの利用者意識調査.日本教育工学会研究報告
集.2008,no,2,p.35-40. 
81 上田修一,久野高志,安形輝,石田栄美. “Web ページ評価の視点と基準.” Adobe 
PDF.http://www.mslis.jp/am2000/ueda.pdf,(参照 2015-01-15). 
82 上田修一,久野高志,安形輝,石田栄美. “Web ページ評価の視点と基準.” Adobe 
PDF.http://www.mslis.jp/am2000/ueda.pdf,(参照 2015-01-15). 
83 豊福晋平. “オンラインデータベースを利用した学校ホームページ群の客観的評価その 2:
客観指標による全国小学校ホームページ悉皆調査. ”年会論文集.日本教育情報学
会.2003,p.140-143. 
84 豊福晋平.学校ウェブサイトの利用者意識調査.日本教育工学会研究報告
集.2008,no,2,p.35-40. 
85 豊福晋平.学校ウェブサイトの利用者意識調査.日本教育工学会研究報告
集.2008,no,2,p.35-40. 
86 中原道高.図書館 Web ページの現状と作成(特集 ホームページの作成と活用).学校図書
館.2005,no.654,p.31-33. 
87 豊福晋平. “オンラインデータベースを利用した学校ホームページ群の客観的評価その 2:
客観指標による全国小学校ホームページ悉皆調査. ”年会論文集.日本教育情報学
会.2003,p.140-143. 
88 豊福晋平. “オンラインデータベースを利用した学校ホームページ群の客観的評価その 2:
客観指標による全国小学校ホームページ悉皆調査. ”年会論文集.日本教育情報学
会.2003,p.140-143. 
89 金沢みどり,丸山有紀子.児童の情報活用能力の育成支援に関する公共図書館 Web ページ
の現状と意義. 教育情報研究:日本教育情報学会学会誌. 2008,vol,23,no.3, p.39-48. 
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できると考えられる項目を検討し、逆転項目を正問に正す作業と同時に各因子に基づく項
目の調整を行う。 
 
(1)「好感度」の因子内で省略できる項目の検討 
 この因子からは「このウェブサイトは印象に残る」と「このウェブサイトには親しみが
わく」の２つを省略する。調査したウェブサイトが印象に残るか、親しみが持てるかとい
ったことは、瞬間的な調査の中で判断することは難しいと考えるためである。 
 
(2)「役立ち感」の中で省略できる項目の検討 
 この因子からは「このウェブサイトを使用するのは時間の浪費である」を挙げる。瞬間
的である今回の調査においては、特別に時間の浪費を意識することはないと考える。その
ため、この項目は本調査においては省略する。 
 
(3)「操作の分かり易さ」の中で省略できる項目の検討 
 この因子からは「このウェブサイトでは、次に何をすればよいか迷わない」を挙げる。
本調査では、調査者は学校図書館ウェブサイトを利用した情報収集を目的としていない。
そのため、操作手順そのものや操作手順の理解のしやすさに評価の重点を置くこととする。 
 
(4)「構成の分かり易さ」の中で省略できる項目の検討 
 この因子からは「自分がこのウェブサイト内のどこにいるのかわかりやすい」を挙げる。
これは、同因子内の「このウェブサイトには統一感がある」や「このウェブサイトはメニ
ューの構成が分かりやすい」といった項目が達成できていれば問題はないと考える。メニ
ューの配置に統一感があり、ウェブサイトの構成がわかりやすいのであれば、自分がウェ
ブサイトのどのページを閲覧しているのかすぐにわかると考えられるためである。 
 
(5)「見やすさ」の中で省略できると考えられる項目の検討 
 この因子からは「このウェブサイトを利用していると目が疲れる感じがする」を挙げる。
今回の調査は瞬間的なものであるため、目の疲れを意識することはないと考える。 
 
(6)「反応の良さ」の中で省略できる項目の検討 
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 この因子からは「このウェブサイトを利用しているときに、表示が遅くなったり、途中
で止まってしまうことがある」を挙げる。同因子内の、「このウェブサイトでは、操作に対
してすばやい反応が返ってくる」「このウェブサイトを利用しているときに、画面が正しく
表示されないことがある」の 2 つの項目を正問に改訂することで統一すれば、評価内容の
重複を避けることができると考えられるためである。 
 
 次に、以下からは残りの項目の改訂を行い、因子に 2 項目ずつ当てはめ、最終的な項目
数を 12 にする。また、各項目の評価のポイントも定める。 
 
(1)「好感度」に該当する項目と評価のポイント 
 この因子では、学校図書館ウェブサイトに掲載される内容の全ては、教育現場から発信
される広報内容としてふさわしいかを評価することができる項目を当てはめる。 
 1 つ目に、「好感度」の因子の中にあらかじめ含まれていた「このウェブサイトのビジュ
アル表現は楽しい」を挙げる。しかし、教育現場から発信する広報であるということを踏
まえ、誰が見ても不愉快に感じないデザインであるかを評価することにする。そこで、こ
の評価項目は「デザインに不愉快さを感じない」と改める。 
 2 つ目に、因子で省略した「信頼性」の中の項目に含まれる「このウェブサイトの文章表
現は適切である」を挙げる。教育現場から発信される情報の表現方法が不適切であるとい
うことはあってはならないと考えるためである。ここで評価する文章表現の在り方とは、
利用者が不愉快に感じない文章表現を想定している。例えば、くだけた言葉づかいが見ら
れないかといったことを評価する。 
 
(2)「役立ち感」に該当する項目と評価のポイント 
 この因子では、発信している情報量やウェブサイトの閲覧者にその情報を理解させるた
めの工夫ができているかといったことを重視する。そこで「このウェブサイトではすぐに
欲しい情報が見つかる」と「このウェブサイトにはわからない言葉が多く出てくる」を挙
げる。 
 「このウェブサイトではすぐに欲しい情報が見つかる」は、あらかじめその学校図書館
の利用を前提として情報を求める目的で本調査を行わないため「このウェブサイトの情報
量は豊富である」と改める。学校図書館ウェブサイトが社会に対して公開されることを意
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識すると、ウェブサイトの閲覧者の誰もがどのような情報でも求めることができるよう、
学校図書館側は学校図書館に関する豊富な情報量を備えておく必要がある。情報量の多さ
を考える基準としては、例えば、学校図書館が最低限「図書簡について（利用案内・規約
等）「お知らせ（図書館だより・ニュース等）」「おすすめの本（新着の本）」「外部ウェブサ
イトへのリンク」等の学校図書館情報に関するお知らせを複数ウェブサイト上に掲載して
いるかを評価の基準とする。 
 「このウェブサイトにはわからない言葉が多く出てくる」は逆転項目である。まずは、
この項目を正問に直す。その際、否定的な表現は肯定的な表現に直す。その結果、「このウ
ェブサイトの言葉遣いはわかりやすい」とする。ここでは、言葉遣いに配慮が見られるか
を評価する。「このウェブサイトの文章表現は適切である」の項目との評価内容の重複を避
けるため、ここでは、利用者が理解できないような用語を利用していないか、もし利用し
ていたとしたらその解説が見られるかを評価する。用語を理解することで利用者の学校図
書館への理解が深まると考える。 
 
(3)「操作の分かり易さ」に該当する項目と評価のポイント 
 この因子では、学校図書館ウェブサイト閲覧において、操作に対する煩雑さが少なくな
るよう工夫されているかを評価する。評価項目としては「このウェブサイトの操作手順は
シンプルでわかりやすい」と「このウェブサイトの使い方はすぐに理解できる」の 2 つを
挙げる。 
 この 2 項目は評価にあたって相互に重複する要素が存在する。「このウェブサイトの操作
手順はシンプルでわかりやすい」は、1 つの項目内容に「シンプル（かどうか）」で「わか
りやすい（かどうか）」といった評価に関する要素が 2 つ含まれている。「このウェブサイ
トの使い方はすぐに理解できる」と比較すると、「わかりやすい」と「理解できる」という
表現が、ウェブサイトの操作における意味で重複していると考えられる。調査者が、操作
手順を「シンプルである」と感じるのであれば、ウェブサイトの操作手順に対し、目的の
情報に辿り着くために、ウェブサイト上でどのような操作をすれば良いかといった理解は
既にあるという前提が考えられる。そのため「このウェブサイトの操作手順はシンプルで
わかりやすい」は「このウェブサイトの操作手順はシンプルである」と改訂する。 
 「このウェブサイトの使い方はすぐに理解できる」については、各ページを閲覧するた
めに、ウェブサイトのつくりがどのような操作手順を踏めば良いかすぐにわかるようにな
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っているかを評価する。 
 
(4)「構成の分かり易さ」に該当する項目と評価のポイント 
 この因子では、学校図書館ウェブサイトが公開している情報であればすぐに見つかるよ
うな構成となっているかを評価することができる項目を当てはめる。この因子に該当する
項目としては「このウェブサイトには統一感がある」と「このウェブサイトはメニューの
構成が分かりやすい」を挙げる。 
 「このウェブサイトには統一感がある」についてであるが「統一感」とは、関連した情
報同士がまとまって掲載されているということを評価する。例えば、ウェブサイト上の学
校図書館の「利用案内」のリンクと隣り合って「利用規約」のリンクがある、「図書館だよ
り」のリンクと隣り合って「図書館からのお知らせ」といったその他の更新情報を閲覧で
きるリンクがある、ということを評価する。そのため、評価項目は「このウェブサイトに
は項目の統一感がある」と改める。 
 「このウェブサイトはメニューの構成が分かりやすい」については、学校図書館ウェブ
サイト上の各リンクの名称とリンク先の情報の内容が一致しているかを評価する。 
 
(5)「見やすさ」に該当する項目と評価のポイント 
 この因子では、学校図書館ウェブサイトの文字表記や画像等を見た時の印象を評価する
ことができる項目を当てはめる。文字表記のレイアウトの工夫や画像の画質への配慮は、
ウェブサイトで情報を発信する際には重要であると考える。評価項目としては、「このウェ
ブサイトの文章は読みやすい（行間、文章のレイアウトなど）」と「このウェブサイトの絵
や図表は見にくい」を挙げる。 
 「このウェブサイトの文章は読みやすい（行間、文章のレイアウトなど）」については、
あらかじめ項目に定まっている通り、行間や文章のレイアウトを重視し、それらに配慮し
た文章による情報の公開ができているかを評価する。同時に、フォントの大小やスタイル、
背景の色とフォントの色のバランスといったデザイン的な要素が見やすさに繋がっている
かといったことも重視する。 
 「このウェブサイトの絵や図表は見にくい」は逆転項目であるため、正問に改める。絵
や図表の見やすさを評価する項目であるため、「このウェブサイトの絵や図表は見やすい」
に改める。この項目では、学校図書館ウェブサイトにおける全体的なデザインと絵や図表
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の色のバランスが取れているかといったことや、絵や図表の大きさは適切であるかといっ
たことを評価する。 
 
(6)「反応の良さ」に該当する項目と評価のポイント 
 この因子では、学校図書館ウェブサイトの閲覧者による操作に対する、ウェブサイトの
反応の早さと正確さを評価することができる項目を当てはめる。評価項目としては「この
ウェブサイトでは、操作に対してすばやい反応が返ってくる」と「このウェブサイトを利
用しているときに、画面が正しく表示されないことがある」を挙げる。 
 「このウェブサイトでは、操作に対してすばやい反応が返ってくる」については、学校
図書館ウェブサイトの閲覧者に対するウェブサイトの反応の早さを重視する。滞りなくペ
ージを閲覧することができれば、その学校図書館ウェブサイトの反応はすばやいものであ
ると評価する。 
 「このウェブサイトを利用しているときに、画面が正しく表示されないことがある」に
ついては逆転項目であるため「このウェブサイトを利用しているときに、画面が正しく表
示される」と正問に改める。この項目については、学校図書館ウェブサイトの閲覧者に対
するウェブサイト側の反応の正確さを重視する。ページが正しく表示されない例としては、
ページのリンク先の内容が、明らかにウェブサイト閲覧者の求めている内容と異なる場合
や、ある特定のページや画像が開けないといった状態を想定する。こういったトラブルが
発生しないかを評価する。 
 
3.5 学校図書館ウェブサイトの抽出 
 3.3 から 3.3.2 では、学校側が運営するという前提で構成され、学校図書館ならではの情
報内容を公開できているかといった、「学校図書館ウェブサイトの公開情報」の観点の評価
基準の検討と決定を行い、3.4 から 3.4.2 では、「ウェブサイトユーザビリティ」の観点の評
価基準の検討と決定を行った。最終的に本稿で用いる評価基準は以下の通りである。 
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表 9 学校図書館ウェブサイト抽出調査の際に用いる評価項目（学校図書館ウェブサイトの
公開情報） 
ウェブサイト運営組織：学校
 
因子 項目 点数
1.社会への公開 学校図書館の連絡先が掲載されている  
図書館利用案内が掲載されている  
2.内部透明化 図書委員会の活躍が見られる  
学校司書・司書教諭の名前の掲載が見られる  
3.具体的な情報発
信 
図書館だよりが定期的に掲載されている  
文化祭やイベントでの活躍が見られる  
4.関心の獲得 学校図書館利用の呼びかけが見られる  
おすすめの本の紹介が見られる  
5. 更新 更新が頻繁である  
更新された内容がすぐにわかる  
6. リンクの有無 教科学習資料リンク集がある  
外部情報・ニュースへのリンク集がある  
 7.自由記述  
 
表 10 学校図書館ウェブサイト抽出調査の際に用いる評価項目(ウェブサイトユーザビリテ
ィ) 
ウェブサイト運営組織：学校以外も含む
 
因子 項目 点数
1.好感度 デザインに不愉快さを感じない  
このウェブサイトの文章表現は適切である  
2.役立ち感 このウェブサイトの情報量は豊富である  
このウェブサイトの言葉遣いはわかりやすい  
3.操作の分
かり易さ 
このウェブサイトの操作手順はシンプルである  
このウェブサイトの使い方はすぐに理解できる   
4.構成の分
かり易さ 
このウェブサイトには項目の統一感がある  
このウェブサイトはメニューの構成が分かりやすい  
5.見やすさ このウェブサイトの文章は読みやすい（行間、文章のレイアウトなど）  
57 
 
このウェブサイトの絵や図表は見やすい  
6.反応の良
さ 
このウェブサイトでは、操作に対してすばやい反応が返ってくる  
このウェブサイトを利用しているときは、画面が正しく表示される  
 7.自由記述  
  
 今回の調査で学校図書館ウェブサイト抽出調査の対象となった学校は、公立小学校 7 校、
公立中学校 1 校、都道府県立高等学校 10 校、私立の中高一貫校 3 校、私立の高等学校 2 校
の合計 23 校である。学校図書館ウェブサイトを有する国立学校は、今回の文献調査からは
見つからなかった。i-learn.jp「日本の学校」において高い評価がなされている学校、もし
くは、文献調査の中で学校図書館ウェブサイトを有していると紹介されている学校であっ
ても、調査の時点で学校図書館ウェブサイトを有していない学校や学校図書館ウェブサイ
トを有していても準備中といった理由で、現在は全く機能していない学校も多くあった。 
 23 校の学校図書館ウェブサイトを評価したところ、その結果は以下のようになった。 
 
3.5.1 学校図書館ウェブサイトの情報公開評価の結果 
 作成した評価規準を利用して学校図書館ウェブサイトを評価し、点数化を行った。以下
の表は、枠組みごとの平均点を表にまとめたものである。なお、値の数字は、小数点第二
位を切り捨てたものとなっている。 
 
表 11 「学校図書館ウェブサイトの公開情報」の評価の結果 
 枠組み 平均値 
学校図書館評価
 
社会への公開 1.0 
内部透明化 0.6 
具体的な情報発信 0.8 
関心の獲得 1.0 
更新 0.7 
リンクの有無 0.4 
  
「学校図書館ウェブサイトの公開情報」の評価の点数は、評価の枠組みごとの平均点の
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満点が 2.0 であるのに対しいずれも 1.0 以下となっている。この結果から、学校図書館ウェ
ブサイトは、発信されるべき情報の核心ともいえる学校図書館情報の広報が不十分である
ということがわかる。1 章で述べた学校図書館広報の意義と照らし合わせて考えると、学校
図書館ウェブサイトは、ウェブサイトにおける広報の役割を果たしていないといえよう。 
 
3.5.2「ユーザビリティ」評価の結果 
 3.4.1 にまとめた表 8 の評価項目を用いて、3.9 と同様に評価を点数化し、因子ごとの平
均点を以下の表にまとめた。なお、値の数字は、小数点第二位を切り捨てたものとなって
いる。 
 
表 12 学校図書館ウェブサイトユーザビリティ評価の結果 
 枠組み 平均値 
ユーザビリティ評価
 
好感度 2.0 
役立ち感 1.6 
操作の分かり易さ 1.5 
構成の分かり易さ 1.3 
見やすさ 1.8 
反応の良さ 1.8 
  
この結果からは、分かりやすさに関する評価が全体的に低く、学校図書館ウェブサイト
は、利用者の視点を重んじた作成の工夫が不足しているということがわかる。そのため、
現在の学校図書館ウェブサイトは、利用者にとって使いにくい広報のツールとなっている
といえよう。 
  
3.5.3 評価が低い学校図書館ウェブサイトより 
 ここでは、学校ごとに学校図書館ウェブサイト評価の合計点を算出した。そして、以下
は、その結果を散布図にまとめたものである。 
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図 2 学校ごとの学校図書館ウェブサイト評価の合計点  
 
この時の、評価の合計点が、「学校図書館ウェブサイトの公開情報」の評価、「ユーザビ
リティ」の評価の両者とも最低だった学校図書館ウェブサイトの特徴を自由記述欄に記し
た内容から分析した。この学校の特徴としては、「画像が正確に表示されない」「情報の種
類が極端に少なく、学校図書館の情報を得られない」といった特徴があった。これらの特
徴を、ウェブサイトを用いた広報の意義と照合して考えると、評価の低い学校図書館ウェ
ブサイトは、ウェブサイトとしての役割も果たせていないということがいえる。 
 
3.6 まとめ 
 この調査から、現在の日本の学校図書館ウェブサイトは「学校図書館の公開情報」と「ウ
ェブサイトユーザビリティ」の 2 つの観点から、日本の学校図書館ウェブサイトの充実度
は非常に低いということが明らかになった。そして、評価が最低だった学校図書館ウェブ
サイトのみの評価の特徴をまとめると、その学校図書館ウェブサイトは、ウェブサイトと
しての広報の役割を充分に果たしているとはいえないということもわかった。そういった
現状は、学校ウェブサイトとしての評価が最高である学校、あるいは雑誌『学校図書館』
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で紹介されている学校図書館ウェブサイトといった、ウェブサイトを活用した広報が充実
していると考えられる学校のみを調査対象として選択したにも関わらず見られる。 
 以上の結果から、ウェブサイトを利用した学校図書館広報の充実度が低い事の原因とし
て、学校図書館そのものに対する学校関係者及び社会的認識の希薄さが考えられる。しか
しこれについては、学校関係者の学校図書館広報における意識を踏まえる必要があるため、
更に調査を深める必要がある。 
 そこで、次に行う調査として聞き取り調査を実施する。聞き取り調査において、学校図
書館担当者の学校図書館広報に対する認識と、学校図書館の利用者は学校図書館広報に対
してどのような内容の情報を求めているのかといったことを質問し、学校図書館の現場に
おける両者の要素の差異を明らかにしたいと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
61 
 
4. 学校図書館広報に関する聞き取り調査 
 学校図書館ウェブサイト抽出調査で明らかになった学校図書館ウェブサイトの現状を踏
まえ、実際の学校図書館担当者は、学校図書館広報についてどのような意識を持っている
のかを本調査で明らかにする。また、学校図書館担当者の学校図書館広報における意識と
学校図書館利用者が求める情報の間に差異は存在するのかといったことも明らかにする。
本調査は、東京都調布市の小中学校を対象に行う。本稿においては、調査対象として選出
した学校図書館の学校名および、学校図書館担当者の名前は、個人情報保護の観点から明
記しないこととする。調査結果の分析を行う際には、学校名の表記を A から E までのアル
ファベットで置き換える。また、調査にご協力いただく学校図書館担当者の皆様には、調
査の直前に、筆者が持参した「参加同意書」への署名の記入を任意でお願いする。 
 
4.1 調査の目的と方法 
 学校図書館ウェブサイトの抽出調査を行った結果、学校図書館ウェブサイトは、広報と
しての役割を十分に果たせておらず、ウェブサイトとしての機能も十分に備えていないこ
とが明らかになった。そこで、学校図書館担当者による学校図書館広報に対する意識を明
らかにすることを本調査の目的とする。また、学校図書館の利用者が学校図書館広報に求
める情報についても質問することで、現在の学校図書館広報の効果の程度が明らかになる
と考える。 
 調査の方法としては、調査対象とする学校図書館に訪問し、その学校の学校図書館担当
者にインタビュー形式で聞き取り調査を行う。その際、学校図書館担当者から同意を得た
上でボイスレコーダーを用い、あらかじめ用意した質問内容をもとに、10～20 分程度の聞
き取り調査を行う。そして、学校図書館における広報の現状と広報の受信者である学校図
書館の利用者が求めている学校図書館情報の内容や、今後、ウェブサイトで学校図書館広
報を充実させたいかといったことを質問する。なお、本調査の開始直前には、学校図書館
担当者に対して、調査の参加同意書への署名の記入を任意で依頼する。参加同意書への記
入は、筆者が、どの学校に対して調査を行ったかという記録として手元に残すために行う。
また、ボイスレコーダーに録音した聞き取り調査の内容は、本稿への文字起こし・執筆が
終了次第、すべて消去するものとする。 
 
4.2 調査の対象 
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 ここでは、調査の対象を東京都調布市の学校図書館にした理由について述べる。また、
調布市内の数ある学校の中でも、調査対象とした学校を選出した理由についても述べる。 
 
4.2.1 調布市を選出する理由 
 聞き取り調査の対象地域として、東京都調布市を選択する。調布市には、公立中学校が 8
校、公立小学校が 20 校ある。調布市を調査対象として選択する理由は 2 つある。第一に、
調布市は、活発な学校図書館の利活用が見られ、公共図書館や PTA などの地域住民との連
携が緊密であるということが挙げられる90。調布市では、2013 年 3 月に「第二次調布市子
ども読書活動推進計画」が策定されており、調布市の図書館の充実と利活用に関する政策
が記述されている。当計画の中には、学校図書館に関する項目も存在する91。当計画からは、
学校図書館の充実のために、人材、PTA や地域の連携協力といった面から、子どもの読書
環境や学習環境を整える取り組みを積極的に行っている市であるということがわかる92。中
でも、学校図書館に関する項目には「児童・生徒や保護者の読書への関心を高める広報活
動として、学校図書館だより・読書新聞ほかの広報紙面、ホームページなどの充実を図り
ます93」といった記述がある。つまり「第二次子ども読書活動推進計画」からは、調布市内
の学校図書館では、アナログ形態の広報の他にウェブサイトを用いた広報の実践を視野に
入れ、広報活動を行うとしていると解釈できる。このように調布市は、市全体で子どもの
学習環境と読書環境を整える方針を固めており「第二次子ども読書活動推進計画」の上で
は、学校図書館に対しても積極的な対応を取っている市であるといえる。読書以外にも学
習の用途において学校図書館の重要性を理解し政策を行う調布市において、学校図書館の
広報の実態に関する調査を行うことは有意義であると考える。調布市の学校図書館関係者
がどれほどまでに市の政策に対して理解を示しているのか、特に、ウェブサイトを利用し
た広報活動においてはどのような考え方を持っているのかといったことが明らかになると
                                                  
90 調布市立図書館. “子どもの読書環境:本のある暮らしいつまでも.調布市立図書館.”まち・
ひと・お話.市民の手によるまちの資料情報館. 
http://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/machi/kodomo_body_lib.htm,(参照 2014-09-05). 
91 調布市立図書館. “調布市子ども読書活動推進計画;調布市立図書
館.”https://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/policy/06dokusyo.html,(参照 2014-10-15). 
92 調布市立図書館. “子どもの読書環境:本のある暮らしいつまでも.調布市立図書館.”まち・
ひと・お話.市民の手によるまちの資料情報館. 
http://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/machi/kodomo_body_lib.htm,(参照 2014-10-15). 
93 調布市立図書館. “調布市子ども読書活動推進計画;調布市立図書
館.”https://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/policy/06dokusyo.html,(参照 2014-10-15). 
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考えられるためである。 
 第二に、調布市内の学校図書館では、その状況は学校ごとに異なるが、実際にウェブサ
イトを用いて広報活動を行っている学校図書館が複数件確認できるということが挙げられ
る。「第二次調布市子ども読書活動推進計画」が策定されているという条件の下で、ウェブ
サイトを用いた広報活動を実践している学校と実践していない学校の実態を聞き取り調査
で明らかにすることは、学校図書館に対する学校図書館担当者の課題を明らかにするもの
と考えられる。 
 
4.2.2 調査対象校の決定方法 
 調査対象校の決定方法としては、第一に、調布市立図書館が運営しているウェブサイト
「本のある暮らしいつまでも.調布市立図書館まち・ひと・お話.市民の手によるまちの資料
情報館94」を参照する。このウェブサイトの中の「子どもの読書環境」のページに学校図書
館の整備や利活用のための工夫が紹介されている全ての学校ウェブサイトを閲覧し95、その
中から学校図書館のページを所有している学校 3 校と所有していない学校 3 校を選出し、
調査対象校の候補とする。 
第二に、上記のウェブサイトに掲載されている市内の学校図書館の紹介文を参考にする96。
中でも特徴的な紹介が見られる学校の中から選出することとする。 
第三に、調査対象の候補とした学校と、調布市教育委員会に対して調査依頼を行った。
調査対象の候補とした学校に電話をかけ、教育委員会への調査の許可を得る必要があると
わかり、教育委員会へ調査依頼とその許可について電話をかけた。教育委員会からは依頼
文書の提出を求められなかったが、調査対象の候補である学校からは、依頼文書の提出を
求められていたため、校長宛に依頼文書を送付した。依頼文書の送付後、改めて調査対象
の候補とした学校へ電話をかけ、選出した 6 校のうち 5 校から調査の許可を得た。そして、
学校図書館ウェブサイトを所有している学校 2 校と所有していない学校 3 校に対し、聞き
                                                  
94 調布市立図書館. “子どもの読書環境:本のある暮らしいつまでも.調布市立図書館.”まち・
ひと・お話.市民の手によるまちの資料情報館. 
http://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/machi/kodomo_body_lib.htm,(参照 2015,01,14). 
95 調布市立図書館. “子どもの読書環境:本のある暮らしいつまでも.調布市立図書館.”まち・
ひと・お話.市民の手によるまちの資料情報館. 
http://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/machi/kodomo_body_lib.htm,(参照 2014,10,15). 
96 調布市立図書館. “子どもの読書環境:本のある暮らしいつまでも.調布市立図書館.”まち・
ひと・お話.市民の手によるまちの資料情報館. 
http://www.lib.city.chofu.tokyo.jp/machi/kodomo_body_lib.htm,(参照 2014,10,15). 
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取り調査を行うことに決定した。 
 高等学校については、調布市内では、学校図書館ウェブサイトを所有している学校が見
られず、高等学校間における学校図書館ウェブサイトの充実度について比較ができないた
め、校種は小中学校と限定する。 
 
表 13 聞き取り調査対象校の特徴 
学校図書館ウェブサイトを所有していない
学校の特徴 
学校図書館ウェブサイトを所有している学校の
特徴 
A 小学校 
・市内でも規模の大きい学校 
・保護者によるボランティアがある 
B 中学校
・読書活動に尽力、不定期で図書館だより、公
共図書館にも配布 
C 小学校 
・おたよりの発行をキャンペーンとしている
E中学校 
・地域や保護者によるボランティアとの連携が
ある 
・図書室だよりによる広報に尽力している 
D 小学校 
・地域連携が盛んで読み聞かせ等読書環境づ
くりに尽力 
 
4.2.3 調布市内の調査対象校の学校図書館ウェブサイトの現状 
 ここでは、調布市内の調査対象校の学校図書館ウェブサイトを、3 章の学校図書館ウェブ
サイトに関する事例調査で利用した評価基準を用いて評価し、あらかじめ調布市内の学校
図書館ウェブサイトの現状を把握する。学校ウェブサイトに学校図書館情報へのリンクが
存在し、学校図書館情報が獲得できるようになっている調布市の小中学校は、28 校中 10
校である。その内訳は、小学校 5 校、中学校 5 校となっている。しかし、いずれの調布市
の学校図書館ウェブサイトにも「第二次調布市子ども読書活動推進計画」で定められてい
るような充実度は見られなかった。画像の紹介のみにとどまっていたり、図書館だよりの
PDF ファイルの掲載によってのみ広報を行っている。 
以上の現状から、調布市における学校図書館ウェブサイトの事例調査に限っては、学校
図書館に関する情報をウェブ上で発信することができているという最低限の条件が満たさ
れていればウェブサイトであるとみなすことにする。したがって、広報の方法が画像の紹
介や学校図書館ウェブサイトの広報内容が図書館だよりのPDFファイルの掲載にとどまっ
ていたとしても、それらの範囲内で行われている広報内容から評価を行うことにする。 
4 章で行った学校図書館抽出調査と同様に調布市の学校図書館 10 校分のウェブサイトを
抽出し、評価を行うと次のような結果になった。なお、値の数字は、小数点第二位を切り
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捨てたものとなっている。また、学校名はアルファベットで置き換えてあるが、このアル
ファベットの割り振りは、後の聞き取り調査の分析・考察を行う際の学校名とアルファベ
ットの組み合わせとは無関係であるものとする。更に、今回の抽出は、調布市内の学校図
書館ウェブサイトにおける平均的な結果のみで充分であると考えるため、4 章で行った各学
校図書館の合計点による評価は行わない。 
 
 表 14 調布市の学校図書館ウェブサイトの公開情報の評価の結果 
 枠組み 平均値
学校図書館評価
 社会への公開 0.8内部透明化 0.8
具体的な情報発信 0.9
関心の獲得 1.6
更新 1.0
リンクの有無 0
 
表 15 調布市の学校図書館ウェブサイトユーザビリティ評価の結果 
 枠組み 平均値
ユーザビリティ評価
 
好感度 2.0 
役立ち感 1.6 
操作の分かり易さ 2.0 
構成の分かり易さ 0.8 
見やすさ 1.7 
反応の良さ 1.7 
 
いずれの平均値の満点が 2.0 点であるのに対し、特に「学校図書館における情報発信」の
評価がきわめて低いことが明らかになった。特に、調布市の学校図書館ウェブサイトは社
会に対して開かれているとはいえない。学習に役立つリンクも皆無である。「ウェブサイト
ユーザビリティ」の観点についてのみ見ると評価は高いようであるが、調査を行った調布
市の学校図書館 10 校のうち、7 校が図書館（室）だよりのみの掲載にとどまっているため、
ウェブサイト全体のユーザビリティというよりは、おたよりの表示や見やすさについてと
いったことのみを評価することになり、評価の観点には偏りがある。これらの結果から、
調布市内の学校図書館について「第二次子ども読書活動推進計画」の学校図書館の広報に
関する記述に反し、調布市内にウェブサイト抽出調査で用いた評価基準を満たす学校図書
館ウェブサイトは存在しないといって良い。 
  
4.3 調査の内容 
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 上記で決定した調査対象校の学校図書館に対する聞き取り調査を実施するにあたり、各
学校の学校図書館の広報活動について、以下の項目について聞き取り調査を行う。聞き取
り調査の内容は、大きく 2 つに分ける。聞き取り調査内容の 1 では、学校図書館ウェブサ
イトが充実している学校と充実していない学校に対する質問を 4 つ用意する。この 4 つの
質問は、調査の対象校すべてに対する共通の聞き取り内容である。この質問内容からは、
学校図書館担当者が、現在行われている学校図書館の広報活動についてどのような意識を
持っており、どのような取り組みを行っているかを聞き取ることで、調査対象校の学校図
書館の広報における現状を明らかにする。 
聞き取り調査内容の 2 では、学校図書館ウェブサイトを所有している学校と所有してい
ない学校とで質問内容を変える。2 の質問内容では、学校ごとにウェブサイトを用いて学校
図書館広報を行うということを仮定した聞き取り調査を行うため、学校図書館ウェブサイ
トを所有している学校と、所有していない学校とで、質問内容を 2 種類用意し、聞き取り
調査を行う。各調査対象校の広報活動の現状に合った質問内容を割り当てるために、事前
に、対象校の学校ホームページから学校図書館ウェブサイトの有無を把握しておく。学校
図書館ウェブサイトを所有している学校に対しては、2 の「●学校図書館ウェブサイトを所
有している学校」に対して設けた 4 つの質問から、学校図書館ウェブサイトを所有してい
ない学校に対しては、2 の「●学校図書館ウェブサイトを所有していない学校」に対して設
けた 4 つの質問をし、各学校図書館のウェブサイトを用いた広報活動についての意識を明
らかにする。 
 上記の目的から設定した聞き取り調査項目を、実際の調査で用いる質問の形式に改める。
聞き取り調査で用いる質問項目は以下の通りである。 
 
1. 現在の学校図書館広報の全般について（共通） 
（１）利用者は学校図書館をどのように利用しているか（学校内、学校外） 
（２）利用者は学校図書館のどのような情報を求めているか 
（３）学校図書館は広報活動をどのように行っているか（対象、内容、方法） 
（４）学校図書館の広報活動にはどのような効果と課題があるか 
 
2.ウェブサイトを用いた学校図書館の広報について 
●学校図書館ウェブサイトを所有している学校 
67 
 
（１）利用者は学校図書館ウェブサイトをどのように利用しているか（学校内、学校外） 
（２）利用者は、学校図書館ウェブサイトのどのような情報を求めているか 
（３）学校図書館ウェブサイトを広報活動にどのように使っているか（対象、内容、方
法） 
（４）学校図書館ウェブサイトの広報活動にはどのような効果と課題があるか 
 
●学校図書館ウェブサイトを所有していない学校 
（１）自校の学校図書館ウェブサイトを開設したいか 
（２）学校図書館ウェブサイトの開設にはどのような課題があるか 
（３）学校図書館ウェブサイトでどのような情報を発信したいか 
（４）学図書館ウェブサイトを今後広報活動に利用したいか 
 図 3 聞き取り調査で用いる質問項目 
 
4.4 調査の結果 
 本節では、聞き取り調査の結果を述べる。東京都調布市の調査対象校 5 校の調査を終え、
広報活動に対する理想と現状との差異が非常に大きいということがわかった。各質問に対
する聞き取り調査の結果を、以下で具体的に述べる。 
 以下の表は、筆者がボイスレコーダーで録音したインタビューの回答の要旨をまとめた
ものである。そのため、学校図書館担当者の発言をすべて口語に忠実に再現したわけでは
なく、多少わかりやすく表現や文脈を変えている。なお、本調査にご協力いただいた学校
図書館担当者には、本稿の発言内容の文章化による再現と掲載について、すべての学校か
ら調査の直前に許可をいただいている。また、本調査の参加同意書への記入は、いずれの
学校図書館担当者も行った。 
  
 
 
 
 
 
 
68 
 
表 16 「1.現在の学校図書館広報の全般について（共通）」の結果 
 調査内容
(1) 利用者は学校
図書館をどのよう
に利用しているか
（学校内、学校外） 
(2) 利用者は学校
図書館のどのよ
うな情報を求め
ているか 
(3) 学校図書館は
広報活動をどのよ
うに行っているか
（対象、内容、方
法） 
(4) 学校図書館
の広報活動には
どのような効果
と課題があるか
  
調査対象校
 
A
小
学
校 
・在校生と教職員
が授業の事前準備
や読みたい本を借
りるために利用 
・PTA に朝の読み聞
かせに使う絵本の
貸し出し 
・PTA 以外の外部利
用はなし 
・新着図書、開館
日、開館時間につ
いて 
・情報を求めると
いうよりは図書
の時間や中休み、
昼休みに学校図
書館来てしまう
方が早いことが
多い 
・こちらから何か
発信してそれを
チェックされる
ということは少
ない 
・保護者がおたよ
りをチェックし、
子どもを通じた
質問等はあるが
そういったこと
は少ない 
・一応『調布市立
学校図書館状況報
告書97』の通り。図
書館便りが年間５
回ないし６回、２
ヶ月に一回くらい
発行。「読書の記
録」は、基本的に
は本人の読書記録
なので広報ではな
い。「活動報告」は
学期に一回先生方
へ学期ごとの図書
室の活動と特記事
項とを入れて報
告。教員向けの図
書館便りではな
い。「利用ガイダン
ス」はオリエンテ
ーションで利用。 
・印刷物を配布
しても、低学年
はあまり自分で
読まず、親に渡
す感覚がある。
高学年は新着図
書のチェックは
するが、おたよ
りを読むという
感じではない 
・前の勤務先で
は新着図書の案
内を校内放送す
る方がおたより
を出すよりも効
果があった。 
・新刊案内をお
た よ り に 出 す
が、小学生は現
物を見に来る傾
向が強い。 
・ボランティア
を含む保護者の
大多数は、おた
よりへの関心は
そんなに高くな
いと思う。学校
の様々なおたよ
りの中でも図書
館だよりのグレ
ードはたぶん一
番下。あっても
なくてもといっ
た捕らえ方だと
思う。 
B
中
学
・大体が毎日の昼
休みの貸し出しと
返却 
・新着図書が一番
中心だが、自分の
興味のあるテー
『調布市立学校図
書館状況報告書』
のとおりでそれ以
・普段図書館に
来れない生徒に
も時々来てもら
                                                  
96 調布市の学校図書館には、『調布市立学校図書館状況報告書』という冊子が、調布市教育
委員会を通じて発行されている。この冊子は、調布市内のすべての学校図書館担当者が、
自分が勤務している学校の学校図書館の活動状況を明らかにし、報告している文書をまと
めたものである。今回の調査の調査対象校では、いずれの学校図書館でも、ほぼ『調布市
立学校図書館状況報告書』に掲載されているとおりの内容の広報活動を行っている。 
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校 ・来館する生徒の
数は 30 人前後。な
んとなく来るだけ
の生徒もいるが、
来る生徒は割と毎
日のように貸出・
返却を繰り返す 
・学校外の者は受
け入れてない 
・保護者は、ボラ
ンティアが一人。
私の勤務外の日に
来る。 
・ボランティアは
卒業生の保護者 
・学校公開の時は
見学はできても図
書館の利用は特に
受け付けていない 
 
マの本の情報を
求めている。  
授業での利用は
それほどないが、
毎年必ず図書館
の資料を利用し
て修学旅行、職業
調べ、2年生の東
京都内めぐりの
事前学習が行わ
れる。その時は他
の学校や図書館
から本を借りて
クラスに貸出す。
それ以外の職業
調べについては
自分の興味のあ
る仕事について
調べて本を借り
に来る生徒が多
い。 
・ニュースになっ
た話題や本屋大
賞が出たという
本を探しに来る
生徒というのは
それほど多くは
ない 
上の広報は何もな
い。 
いたく、広報手
段はおたよりし
かないのでなる
べくおたよりに
新着図書の情報
等こちらが知ら
せたいことを書
く。 
・生徒へのお便
り、図書室の中、
廊下の掲示板等
に拡大コピーを
張ってなるべく
見てもらおうと
心掛けてはいる
が、よく生徒は
図書館だよりに
毎回書いている
のに読んでいな
いと思われる質
問をしてくるこ
とがある。一方、
親が読んで親に
借りてくるよう
言われて本を借
り る 生 徒 も い
て、新着図書の
案内を見て借り
に来てもらえる
と と て も 嬉 し
い。 
C
小
学
校 
・利用者は児童と
先生方 
・児童に限っては
個人の読書など娯
楽的な楽しみが最
優先。こちらから
おすすめした本
で、自分の興味を
少しずつ広げ色ん
な本にも触れてい
るところだと思
う。ただ、これは
もっと力を入れて
進めていきたい。 
・読む本のテーマ
が偏る子どもには
あまり強制はしな
いが、他の本の紹
介をしてはいる
が、まだ結果は出
せていない。 
・中学年は調べ学
習で、自分のテー
・先生方は国語だ
ったら教科書に
載っている本の
問い合わせを一
番必要としてい
る。 
・先生方は、調べ
学習で、地元の歴
史について調べ
る際、もともと数
が少ない地域資
料の中でも、子ど
も向きにやさし
く書いてあって
しかも地域の勉
強にも使えるよ
うなものを欲し
ていると思われ
る。 
・児童は、書店に
すぐ並んだよう
な新刊を欲しが
ったり、ご兄弟が
・子供向けのもの
を挙げていて、職
員や一般家庭向け
のものまではな
い。しかし、そう
いったことまでも
将来的にはやって
いったほうがいい
だろうという必要
性は感じている。 
・『調布市立学校図
書館状況報告書』
の内容も今も継続
しており「おすす
めの本」というの
も毎年リニューア
ルし、今年もリニ
ューアルして新し
いバージョンを作
った。特に中学年
がとても読書好き
なのでお勧めの本
のリストを５０冊
・新刊本などの
図書だよりのお
知らせで、ご家
庭でご両親たち
と見て、お母さ
ん方から「これ
を借りてきなさ
い」等があるか
もしれない。少
しコミュニケー
ションの下地に
はなっていると
は思う。 
・お便りを出す
ことで、予約の
件数が多くなる 
・高学年は特に
図書室に足を運
ぶ時間すらない
くらいほかの事
で忙しくなって
しまうので、図
書館だよりが一
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マに合わせて普段
自分の読まない本
に目を向けるよう
になっている。低
学年の参考図書の
利用指導後、学習
の内容を活かして
参考図書を活用す
る児童の姿を見
て、こちらから働
きかけるというこ
とはとても大きな
ことだと驚く。 
・調べ学習や自分
の興味を追及する
ためにも利用して
いる 
・先生方は、子供
の授業に必要なも
のということで調
べ学習があるとそ
の学年に先生の名
前で１００冊程度
提供する。足りな
い時は他校や公共
のものを貸してい
ただく、中央図書
館の方から借り
る。先生方が大量
に使われるのはそ
ういった調べ学習
の相互貸借的なも
のが多い。それ以
外では先生方が生
徒に読み聞かせを
行う時本の相談に
来る、低学年だっ
たら今子供たちが
教科書で学んでい
るお話の作家の他
の絵本はないかと
いったことで来
る、あとは先生個
人が、子どもたち
が今どんなものを
読んでいるのかと
いうことで子ども
が話題にしている
図書を借りて読ん
でいる 
中学や高校で読
んでいる本を耳
にし、求めて来
る。 
・この学校は漫画
の貸し出しもす
るので、新しい本
や漫画とかは子
供はきっと欲し
がっていると思
われる。しかし、
ここは学校の中
だし、図書の時間
は国語の時間の
仲間ということ
で、なるべく読み
物のほうにいく
ように、こちらは
声をかけている。
ずつ用意し、すべ
てクリアして、次
の５０冊のリスト
を作った。その時
の展示に工夫をし
た。１００冊を達
成した時には表彰
状的なものを作り
記録を作ってい
る。これを目安に
読書の幅を広げて
いるようである。 
・新刊の紹介の帯
等を掲示してあげ
たらいいと思って
いるが、そこまで
今は手が回ってい
ない。 
・図書だより１０
回はちょっと難し
いかもしれない
が、今臨時号を入
れて６回なので、
８、９回くらいい
ければいいかとい
うところ。 
番の図書室との
つながりに、今
この学校ではな
っ て い る と 思
う。自分が知ら
ないうちに新着
図書の情報がわ
かると、児童に
とってメリット
はある。もっと
充実させてこう
いった本の一冊
一冊の紹介を増
やしていけたら
いいと思う。 
・開館日につい
てや、雨の日、
夏休みのプール
の時など、多少
保護者の方に向
けて、本をぬら
してしまわぬよ
う、大きな手提
げを持って来る
ようにと大きく
書いて親御さん
にも本を大事に
するようおうち
からも働きかけ
てもらえる効果
もある。 
D
小
学
校 
・学校内では、教
職員と児童が利用
している。学校外
は基本的には貸出
・新刊の情報や自
分が読んで面白
かった本の作家
がどんな本を書
・ほぼ『調布市立
学校図書館状況報
告書』にあるとお
りだが、実は『調
・必ず新刊の情
報を載せるよう
にしているので
新しい本や新刊
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等はしていないた
め場所として使う
ことはあるかもし
れないが基本的に
使えない。 
 
いているのかと
いうことなどの
情報を得るため
に使われること
が一番多いと思
う。 
・児童に関しては
本の情報で、教職
員の方は、教科書
に準拠した内容
でどういった資
料があるのかと
いうことと教科
書の改訂につれ
てより新しい資
料がどんなもの
が出ているのか
という事を尋ね
る。 
布市立学校図書館
状況報告書』にあ
る広報は前任の方
がなさってたこと
で、今は図書だよ
りの回数を月一回
くらいに増やして
いること、読書カ
ードはそのまま継
続的に配布はして
いるが、主に児童
向けに図書だより
を配布し、先生方
への図書館だより
という事でもお知
らせは出すように
している。先生の
分の図書館だより
はちょっと年二回
だと少ないかなと
いう声もあり、月
一くらいで発行。 
の本を求めて児
童がきてくれる
ようになってい
る 
・課題は、今、
図書館だよりは
一年生から六年
生まで同一もの
を出しており、
対象があまりに
も広いので、共
通した話題はい
いが、低学年に
すすめたい本と
高学年にすすめ
たい本は違うの
で、各学年に応
じたお知らせに
なっているかと
いうとまだそこ
までではない。
紙面等の工夫が
課題。 
E
中
学
校 
・昼休みと放課後
に生徒たちが読書
や勉強に利用。
時々生徒や先生が
授業で使う資料を
集めに来る。 
・保護者やボラン
ティア等学校外の
利用者はいない。 
・自分の読みたい
本があるか、新着
本、どんな本が入
っているかとい
うことを求めて
来ていると思う。
・主に、月一回図
書室便りというお
便りを出し、そこ
で新着本、図書室
からのお知らせ、
を出している。対
象は、先生、職員、
生徒全員。その中
で年に 2 回、読書
月刊として委員会
の生徒から全生徒
にお勧めしたい本
を掲載し、生徒か
らもおすすめの本
の情報を出してい
る。また、図書室
の中や廊下に本の
情報の掲示物を掲
示している。そし
て掲示とともに実
際の本や POP のよ
うなものを書いて
展示等をしてい
る。生徒の委員会
の方も、たまに、
朝礼の時等おすす
めの本を発表する
時間を設けている
らしい。 
・大体『調布市立
学校図書館状況報
・人対人のコミ
ュニケーション
も難しいところ
がある。プリン
トを配っても読
まない。興味の
ある人しか見な
い。 
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告書』の方に書い
てある広報活動の
内容と同じ。 
 
表 16 にまとめた学校図書館担当者の回答から、 (1) 利用者の学校図書館の利用方法につ
いて、利用者はいずれの学校でも、在校生と教職員であり、A 小学校と B 中学校の発言か
ら、PTA やボランティアといった保護者の存在が、学校図書館の利用者であることがわか
った。利用方法としては、主に蔵書の貸出・返却や授業準備に利用していることがわかっ
た。また、C 小学校の「調べ学習や自分の興味を追及するためにも利用している」という
発言から、学校によっては、学校図書館が蔵書の貸し出し・返却以外にも調べ学習や個人
の学習の場所として利用されていることもわかった。 (2) 利用者が学校図書館に求めてい
る情報としては、在校生からは、いずれの学校図書館でも主に新着・新刊図書に関する情
報を、教職員からは、C 小学校、D 小学校の発言から、授業で使用する参考資料や国語科
で扱った作品と同じ作者が書いた作品を求める傾向があることがわかった。ただ、A 小学
校、B 中学校の(４)の発言からは、保護者が図書館からの広報を読み、子どもを通じて蔵書
や資料を求めることがあることはわかったが、そういったケースは少ない。(1)(2)の質問か
らは、学校図書館が、授業の事前準備や調べ学習等、児童・生徒に向けた様々な学習を援
助することができる機関であるという認識は、本調査の対象校のいずれの学校にも定着し
ているといえよう。しかし、在校生自身は、学校図書館を学習に幅広く活用するというよ
りは、やや、自分の関心の高いテーマや種類の蔵書を求めている傾向が強く、教職員も、
自身のための学習に学校図書館を活用しているという報告は、今回の調査からはなされな
かった。これは、保護者も同様である。このことから、学校図書館は、個々の幅広い学習
のための場として利用されているというよりは、個人の娯楽のために利用されることが主
であり、学校図書館と学校で行う以外の内容の学習を行う場としては、いずれの利用者か
らも認識されていないということがわかる。 
 (3) 学校図書館の広報活動の方法としては、いずれの学校の回答からも「図書館（室）
だより」や「活動報告」といった紙によるアナログ形態の広報形態を活用していることが
明らかになった。この質問の回答からは、いずれの学校でも、アナログ形態の広報の方法
のみで充分としている印象が強いが、学校図書館担当者の中には、例えば、C 小学校の「職
員や一般家庭向けのものまではない。しかし、そういったことまでも将来的にはやってい
ったほうがいいだろうという必要性は感じている。」といった発言にもあるように、現状に
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満足せず、これ以上の広報もやらなければならないと感じている学校図書館担当者もいる。 
(4) 学校図書館の広報活動の効果と課題として明らかになったことのうち、効果については、
利用者の手元に残る形であるアナログ形態の広報は、学校図書館と利用者をつなぐ役割を
担っている。学校図書館の広報によって、蔵書の貸し出しや予約件数が増えたり、家庭で
のコミュニケーションに役立つといった効果があるということである。課題としては、紙
媒体を用いたアナログ形態の広報では、配布物を読む在校生や利用者はほとんどおらず、
関心も低く、関心を高めるための工夫も難しいということである。しかし、しかし、(3)(4)
からは、本調査の対象校のいずれの学校でも、「図書館（室だより）」や「活動報告」を主
とした紙媒体であるアナログ形態の広報の方法が用いられているが、そういった広報の方
法は、家庭や学校図書館と利用者のコミュニケーションに用いられるツールとなっている
一方、読んでもらえない、関心を高めてもらえないといった問題点があるということが明
らかになった。 
 次に、ウェブサイトを所有している学校図書館と所有していない学校図書館に対し、
質問内容を分けた聞き取り調査の結果をまとめていく。 
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表 17 学校図書館ウェブサイトを所有している学校 
 調査内容
(1) 利用者は学校
図書館ウェブサイ
トをどのように利
用しているか（学
校内、学校外） 
(2) 利用者は、学
校図書館ウェブ
サイトのどのよ
うな情報を求め
ているか 
(3) 学校図書館ウ
ェブサイトを広報
活動にどのように
使っているか（対
象、内容、方法）
(4) 学校図書館
ウェブサイトの
広報活動にはど
のような効果と
課 題 が あ る か
  
調査対象校
 
 B
中
学
校 
・保護者の方は見
ているかもしれな
いが、全くわから
ない。ただ図書館
からの案内を定期
的に出せばもっと
PR になるだろうと
は思ってはいる
が、なかなかそこ
まではいきつかな
い。 
・全く把握できな
い 
 
・たまに更新があ
るくらい。―昨年
までは毎年年度初
めに校長の方から
新しい情報を書き
換えるようにとい
う連絡があったが
校長が代わってか
らはなくなった。
以前の校長がウェ
ブサイトの技術に
は明るかったのか
は不明。 
・ウェブサイト
は誰でもいつで
もどこでも見ら
れるためかなり
効果はあると思
うが、更新しな
ければ全く効果
がない。定期的
な更新をし、最
新でわかりやす
く生徒の役に立
つような情報を
出 す こ と が 課
題。 
・積極的に利用
すればいいと思
ってはいるが、
なかなかそこま
で能力や余裕が
及ばない。 
E
中
学
校 
・生徒たちは今は
ネット等をよく見
る時代にはなって
いるが、私の感想
としては、学校の
サイトは全員はた
ぶん見ないと思う
ため有効なのかと
いう疑問はある。
ただ、紙で配布し
ている図書室だよ
りは興味のある人
は少数の人かもし
れないが、あって
良いものだと思
う。 
今のところはよ
くわからない。 
・図書館だよりの
PDF ファイルの掲
載委以外の用途は
なし。 
 
・ウェブサイト
を活用していく
には、環境が整
わないといけな
いと思う。ウェ
ブサイトは、条
件のようなもの
が あ る と 思 う
し、全員が日常
的に見る習慣が
ないとなかなか
有 効 に 使 え な
い。 
・ちゃんとした
ウェブサイトを
作るなら、作成
の時間、人員等
も必要になるか
と思う。もし、
今後ウェブサイ
トができるとす
るなら、難しい
ことだとは思う
が、学校同士や
学校と生徒が掲
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示板等で、コミ
ュニケーション
をとることはで
きるかもしれな
いと思う。 
・ウェブサイト
というのはとて
も便利なツール
でどんどん活用
されていくべき
ものかとは思う
が、学校として
の図書館として
は、やっぱりア
ナログではある
が、人と人との
コミュニケーシ
ョン、先生、司
書と生徒のコミ
ュ ニ ケ ー シ ョ
ン、司書と先生
とのコミュニケ
ーションという
直接的なコミュ
ニケーションの
方が必要で、そ
の次に広くウェ
ブサイトという
ものが二次的に
ある形が良いの
ではないかと思
う。 
 
「ウェブサイトを用いた学校図書館の広報について」の結果 
 (1)(2)(3)の質問からは、いずれの学校図書館でも、学校図書館で広報にウェブサイトを利
用していても、学校図書館担当者は、その利用状況をほぼ把握していないということが明
らかになった。その根拠として(3)の質問に対する回答から明らかになっているように、い
ずれの学校図書館でも、更新等の学校図書館ウェブサイトの運営に直接関わっている学校
図書館担当者は皆無であるということが挙げられる。この結果から、学校図書館がウェブ
サイトを利用した広報活動は、現在の学校図書館の環境での実践は現実的な方法でないと
いうことがわかる。そこから、学校図書館の広報活動において、ウェブサイトの利用は、
全くといって良いほど広報の方法として位置付けられていないということがいえる。ほと
んどの学校の広報には、主にウェブサイトが用いられているが、学校図書館の広報は、学
校広報に比べ、極めて充実度が低い。 
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 ただ、D 小学校、E 中学校のいずれの学校図書館担当者は、ウェブサイトの利用を広報
活動において「PR になると思う」や「あって良いものだと思う」と発言しており、学校図
書館がウェブサイトを利用して広報を行うことは無意味な方法であるとは思っていないと
いうことが明らかになった。むしろ、学校図書館広報にウェブサイトを利用することには、
PR としての効果を見込めるということを肯定している。また、(4)の質問に対する回答から
は、学校図書館ウェブサイトが充実することで、B 中学校の「ウェブサイトは誰でもいつ
でもどこでも見られるためかなり効果はあると思う」という発言からもわかるように、学
校図書館ウェブサイトによって、社会に広く広報を行うことができるということや、E 中
学校の「学校同士や学校と生徒が掲示板等で、コミュニケーションをとることはできるか
もしれないと思う」という発言のように、ウェブサイトを利用した学校図書館広報の実現
には、他校やその他学校図書館の利用者との幅広いコミュニケーションを取るといった実
践の可能性があるといったことがうかがえる。 
 次に、学校図書館ウェブサイトを所有していない学校図書館担当者のウェブサイトを用
いた学校図書館広報に関する聞き取り調査についての結果をまとめる。 
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表 18 学校図書館ウェブサイトを所有していない学校 
 調査内容
(1) 自校の学校図
書館ウェブサイト
を開設したいか 
(2) 学校図書館
ウェブサイトの
開設にはどのよ
うな課題がある
か 
(3) 学校図書館ウ
ェブサイトでどの
ような情報を発信
したいか 
(4) 学図書館ウ
ェブサイトを今
後広報活動に利
用 し た い か
  
調査対象校
 
A
小
学
校 
・市内のウェブサ
イトは市内で管轄
されており、学校
図書館が独自で何
かすることは、今
はどこの学校もさ
せてもらえない状
況。 
・図書だよりの PDF
ファイルなら学校
のホームページに
入れても構わない
という感覚。自分
で発信する形のも
のは、教育委員会
からの許可が下り
ない。 
・取締りがなけれ
ば、ウェブサイト
を活用した広報活
動ばんばんやりた
い。個人ではフェ
イスブックで勝手
に情報発信をして
いる。 
・栃木県柏市の学
校図書館という
サイトがあって
とても充実して
いるので、それと
同じようなもの
を作りたいと、以
前教育委員会の
指導室の方にだ
いぶ掛け合いを
しが、断られた一
番の理由は予算。
・教員の方々もま
だ学校図書館の活
用に関心のある方
は本当に一部であ
るため、もう少し
広いところで、学
校図書館の活動や
情報交換を全国の
学校図書館の活動
をしている方や教
員の方々に広く知
ってもらえると良
い。調布市で検索
すると市内の学校
図書館情報が出て
くればすごく嬉し
いと思う。 
 
・利用したいが、
教育委員会はプ
ライバシーの保
護に関すること
と、危機管理に
ついてとても心
配するため、調
布の場合はほぼ
１００％無理だ
ろう。 
 
C
小
学
校 
・把握できていな
い。 
・本学を選ぼうと
思っている未就学
の方たちにとって
の情報になるた
め、学校図書館の
活動の様子を地域
の方や親御さんた
ちが見て、図書室
が活動していると
いう様子が伝わる
可能性がある点で
は利用したいと思
う。 
・なかなかそこま
でのことができ
ていないかもし
れない。 
・広報で意識して
いることとして
は、新着図書のお
知らせで、話題の
テーマの本を選
んでいる。そうい
った本が買って
あることで世の
中の流れに敏感
な図書館という
メッセージが伝
わると思う。 
・新着図書の情報
等 
・図書館が学校
の中でどんな位
置づけであるか
という意識がま
だ先生方の中に
も少ない部分が
あると思う。ま
だ図書室はただ
本を読む場所で
しかないという
ような意識があ
る。学校の中に
ある図書館をど
う 利 用 す る か
を、もう少し知
らせなければな
らない。ウェブ
サイトも一つの
利用方法にはな
ると思うが、何
かそこに目新し
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いことがあるか
ということを思
わないとたぶん
興味をもって開
くと言うことに
はいかないと思
う。 
・どこまでやっ
ていいものかも
よ く わ か ら な
い。こちらの企
画 次 第 と い う
か、おもしろい
もの、目新しい
もの、今までな
かった取り組み
を連動させなが
ら、こちらの企
画力に関わって
いるのだろうと
い う 意 識 が あ
る。 
D
小
学
校 
 
・取締りがなけれ
ばやりたいと思
う。 
・先生方や保護者
の方に一番聞かれ
るのが、図書館の
中にどんな本があ
るかということ
で、実際に図書館
でないと紹介でき
るものを、例えば
デジタルの写真等
お知らせできたら
いいと思う。 
・割と保護者の方
がどういう本を読
んでいるかやどん
な本があるのかと
ても気にされて、
子どもが持ち帰る
本は同じような趣
味のものを選ぶの
で、品ぞろえが限
られているように
思われるが、色ん
な本があると紹介
できれば保護者の
方も安心していた
だけると思う。 
・課題は、ウェブ
サイトを開設す
るに至るスキル
がないこと。ウェ
ブサイトを作っ
たり更新をして
いく作業等がわ
からない。 
・蔵書のことや、
図書館同士の横の
つながりという意
味でも、隣の小学
校等の活動内容等
が知れるとお互い
に研鑽し合える感
じもするので、活
動報告を発信する
ことができたらい
いと思う。 
・利用したい思
いはある。今は
この状態でいい
と思うが、十年
後等絶対になく
てはならないか
と思うので少し
ずつでもいいの
でどこかできっ
かけを作ってい
かないといけな
いと思う。 
・調布市は司書
が配置されたの
が割と早く、他
の市町村からす
れば調布や杉並
区等、学校図書
館の環境が整っ
ている自治体を
モデルに活動す
ることが多いの
で、調布市など
がまず先駆者的
にやっていかな
ければいけない
だろうと思う。 
  
(1)からは、A 小学校、D 小学校の学校図書館担当者は、教育委員会からの制限がなけれ
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ばウェブサイトを利用した学校図書館広報を行いたい、C 小学校の学校図書館担当者は、
ウェブサイトを利用した学校図書館広報の広報としての役割が見込めるといった点で、学
校図書館ウェブサイトを利用したいと回答している。A 小学校、D 小学校、C 小学校の 3
校ともに、学校図書館ウェブサイトを利用して広報を行うことについて否定的な意見は見
られなかった。 
(2)では、学校図書館ウェブサイトを開設するにあたっての課題を質問した。その結果、A
小学校は、「以前教育委員会の指導室の方にだいぶ掛け合いをしたが、断られた一番の理由
は予算」といった理由から「予算」を、C 小学校は「世の中の流れに敏感であるとされる
取り組みを学校図書館で実践し、広報ができるか」といったこと、D 小学校は、「ウェブサ
イトを作ったり更新をしていく作業等がわからない」といった発言から「予算」と「技術」
の面が、学校図書館ウェブサイトを充実することができない理由として位置づけられた。
また、前述した C 小学校の発言のように、社会に対して開かれた内容が評価されるに値す
る情報発信を学校図書館が実践できるのかということが懸念されている。これは、(3)の質
問に対する A 小学校の「教員の方々もまだ学校図書館の活用に関心のある方は本当に一部
である」と、(4)の C 小学校の質問に対する「図書館が学校の中でどんな位置づけであるか
という意識がまだ先生方の中にも少ない部分があると思う」という発言から学校図書館の
利活用が依然として十分でない現状を裏付けている。 
(3)からは、学校図書館ウェブサイトを広報活動に利用できるとしたら、どのような情報
を発信したいかということを明らかにした。A 小学校の「学校図書館の活動や情報交換を
全国の学校図書館の活動をしている方や教員の方々に広く知ってもらえると良い」や、D
小学校の「蔵書のことや、図書館同士の横のつながりという意味でも、隣の小学校等の活
動内容等が知れるとお互いに研鑽し合える感じもするので、活動報告を発信することがで
きたらいいと思う」という発言のとおり、学校図書館担当者は学校図書館ウェブサイトの
利用の想定に積極的な面がある。新着図書などの蔵書に関する情報だけでなく、学校図書
館同士が互いに情報共有することができるような環境を作りたいとも考えている。学校図
書館が行っている取り組みの紹介等を通じ、他校の学校図書館と研鑽し合うことができる
環境の実現をウェブサイトの利用によって行いたいと考えており、ウェブサイトを学校図
書館同士のコミュニケーションのツールにもしたいという回答も得た。 
(4)からは、学図書館ウェブサイトを今後広報活動に利用したいかどうかを明らかにした。
A 小学校、D 小学校は、それぞれ、「利用したいが」「利用したい思いはある」との発言か
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ら、やはり学校図書館ウェブサイトの利用の想定に対しては積極的であるといえる。特に D
小学校は、「調布市などがまず先駆者的にやっていかなければいけないだろうと思う」とい
った発言のように、ウェブサイトを利用した学校図書館広報に対して意欲的である。C 小
学校からは、学校図書館ウェブサイトの存在を決して否定することはないが、「おもしろい
もの、目新しいもの、今までなかった取り組みを連動させながら、こちらの企画力に関わ
っているのだろうという意識がある」といったように、現在学校図書館が抱えている課題
を解決してから学校図書館ウェブサイトという新しいツールに着手する方が良いといった
慎重な認識があるという傾向が見られた。 
 
4.5 まとめ 
 本節では、4.4 で明らかになった聞き取り調査の結果から、その考察とまとめを行う。今
回の聞き取り調査では、学校図書館の環境が整備されていると考えられる東京都調布市の
学校図書館広報の中で、学校図書館担当者のウェブサイトを利用した広報の認識について
明らかにした。 
 
4.5.1「1.現在の学校図書館広報の全般について（共通）」の質問の結果から 
 学校図書館広報の効果として共通の質問項目から考察できることは 2 つある。第一に、
利用者は、広報内容を理解した上で学校図書館を訪れる際には、主に新着図書等を求めて
訪れているということである。C 小学校の発言のように「調べ学習や自分の興味を追及す
るためにも利用している」という報告はあっても、利用者は、広報内容を利用して個人の
学習や調べを追及しているというよりは、実際に授業で学校図書館を利用しなければ学校
図書館の役割を実感することはないといえよう。これは、C 小学校の「参考図書の利用指
導後、学習の内容を活かして参考図書を活用する姿を見て、こちらから働きかけるという
ことはとても大きなことだと驚く。」という発言からも明らかである。このことから、学校
図書館は、調べ学習に役立つという認識はなされていても、広報内容からは、利用者に対
して学校図書館広報が学習への誘い、あるいは、学校図書館を読書以外の役割を果たすこ
とができるという効果に直結しているとはいえないということが考えられる。学校図書館
情報を広報で発信していても、読書以外の用途で学校図書館の活用がなされていないとい
うのは、利用者がどうしても学校図書館に読み物を求めている傾向が強いのか、学習に関
する広報が弱いのかのどちらかであろう。しかし、今回の聞き取り調査の際に明らかにな
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ったことの中で、例えば、A 小学校においては、実際に広報の中に、学校図書館の「活動
報告」を発行しており、実際の広報では、新着図書の情報以外にも、学校図書館を利用し
た活動の報告の掲載はなされている。そのため、学校図書館広報は、その内容に偏りがあ
るために学習への誘いには直結していないとは一概にはいえないと考えられよう。このこ
とは、学校における授業以外の学校図書館の利用目的が、個人の読書が主であり、学校の
授業内容以外の幅広い学習に活用できるといった学校図書館の役割は利用者に認識されて
いないということの裏付けにもなる。また、学校図書館担当者の学校図書館利用への熱意
と利用者の認識の差異が大きなものであるということもわかる。 
 第二に、学校図書館広報を主に印刷物であるアナログ形態で行った場合、家庭における
コミュニケーションツールとしての役割を果たす可能性はあっても、単独では読んでもら
えず、発信した情報を活用してもらえないという問題点についてである。この問題点こそ
が、現在の学校図書館利用の認識を高めることができない原因になっていると考える。D
小学校の「対象があまりにも広いので、共通した話題はいいが、低学年にすすめたい本と
高学年にすすめたい本は違うので、各学年に応じたお知らせになっているかというとまだ
そこまでではない」といった発言のように、アナログ形態の広報には、読んでもらうこと
を目的とした、利用者に合った紙面を工夫する必要がある。現在の学校図書館広報におい
てアナログ形態のみにとどまった広報の方法を実践していても、学校図書館利用の拡大に
対して見込める効果には限界がある。 
今後、学校図書館広報の内容を利用者からより読んでもらうことができ、その結果、学
校図書館の利活用がより活発になってゆくためには、学校図書館広報に新しい方法を導入
し、実践してゆくことが求められる。 
 
4.5.2「ウェブサイトを用いた学校図書館の広報について」の質問の結果から 
この聞き取り調査の結果から考察すべき点は 2 つある。第一に、学校図書館ウェブサイ
トは、公開している内容が少ないということである。その原因として聞き取り調査から明
らかになった事実は、調布市内で学校ウェブサイトを所有するいずれの学校も、学校図書
館担当者がウェブサイトの運営に直接関わっていないという現状があること、教育委員会
からのウェブサイトによる情報発信に関する規制があること、聞き取り調査を行った学校
図書館の中には、学校図書館担当者の引継ぎなどで、学校図書館運営を新たに立て直すこ
とで広報にまで余裕がないとする学校が存在することなどである。こうしたことから、学
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校図書館担当者は、学校図書館広報においてウェブサイトの利用に意識を向ける同機や意
義がなくなっていると考えられる。こういった現状は、学校図書館広報の位置づけを学校
内の他の広報内容の中でも低くしていると考えられることから、学校図書館の情報は、そ
の他の学校に関する情報の中でも最もグレードが低いといった悪循環の中にあることが推
測できる。その理由として考えられることは、現在の学校図書館広報の内容は、利用者に
対して直接的なリスクに直結しないということが考えられる。例えば近年では、学校全体
の取り組みとして、防犯対策98や、給食のアレルギー対策が強化されている傾向がある99。
しかし、学校全体の防犯意識の形成には学校図書館が直接関わっているわけではないし、
学校図書館では学校給食のように毎日変化があり、かつ、人命に関わることが起こる可能
性がきわめて低いため、広報を受ける者にとっては、注意を払うべき問題がほとんどない
と考えられる。したがって学校図書館は、利用者間にとって、変わらずに学校内に存在す
る機関として認識されていると考えられるため、広報の内容に利用者自身に直接関わるよ
うな情報が無ければ、関心が薄れるのは当然であろう。 
以上の考察から、学校図書館の広報による社会的認識の低さの原因として、学校図書館
担当者が直面している広報におけるウェブ利用に対する現状の厳しさと、その広報内容が
利用者の関心と直結していないということの 2 つが挙げられるように思う。 
第二に、学校図書館担当者のウェブサイトを利用した学校図書館広報の認識についてで
ある。学校図書館にウェブサイトを利用するということを仮定した質問からは、学校図書
館広報に対するウェブサイトの利用に意欲的な回答が得られた。特に、学校図書館広報に
おける課題について、いずれの学校においてもおよそ積極的に検討されているということ
が明らかになった。表 13 の分析結果と発言の引用が重複するが、B 中学校の「ウェブサイ
トは誰でもいつでもどこでも見られるためかなり効果はあると思う」という発言や、E 中
学校の「学校同士や学校と生徒が掲示板等で、コミュニケーションをとることはできるか
もしれないと思う。」という発言から、学校図書館担当者は、学校図書館ウェブサイトに期
待できる効果は大きいと推測していると思われる。この効果が学校図書館広報において発
揮することができれば、学校図書館の活動や利用に対する社会的認識が高まり、ウェブサ
                                                  
98 文部科学省 大臣官房文教施設企画部国立教育政策研究所文教移設研究センター. “学校
施設の防犯対策事例集.文部科学
省.”2006,http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/shuppan/06030611.htm,(参照 
2015-01-10). 
99久保公人. “今後の学校給食における食物アレルギー対応について.”文部科学省.(参照 
2015-01-10). 
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イトを利用した学校図書館広報における取り組みの実践が進む可能性があると考えられる。
そして、利用者の学校図書館の積極的な利活用につながると考えられる。ただし、E 中学
校の指摘のように、学校図書館情報を発信することが認められる環境を整え、学校図書館
情報をオンラインで見るということが普遍化してゆかなければ、学校図書館ウェブサイト
の意味がない。学校図書館がウェブサイトで広報を行うことができる環境を整えることが
重要である。 
 
4.5.3「学校図書館ウェブサイトを所有していない学校」の結果から 
 この聞き取り調査から考察すべき点は 2 つある。第一に、学校図書館広報にウェブサイ
トを利用することについて、A 小学校、C 小学校、D 小学校のいずれの学校でも、否定的
な回答は得られなかったということである。このことから、 学校図書館担当者がウェブ
サイトを利用した学校図書館広報に対して肯定的な回答をしたのは、たとえ学校図書館ウ
ェブサイトを所有していなくても、広報におけるウェブサイトの特性に対して、漠然とで
あっても理解を示しているためではないかと考えられる。少なくとも、今回調査にご協力
いただいた調布市の学校図書館担当者は、ウェブサイトを利用した学校図書館広報に対し
てマイナスな印象を持っているわけではないといえる。今回の調査から、学校図書館担当
者は、ウェブサイトを利用した場合には、新着図書などの蔵書に関する情報だけでなく学
校図書館同士が互いに情報共有することができるような環境を作りたいと考えている事が
明らかになった。このことは、豊福晋平（2005）が挙げる学校ウェブサイトの 5 つの利点
の中でも、特に、「内部透明化の実現」「学校ウェブサイトが実力をつければ、マスコミが
担って来た学校の現実の報道に頼らない、学校の現実を直接発信することが可能」といっ
た 2 点に相当すると考えられる。自校の学校図書館で行ったことを社会に対して公開（透
明化）し、その活動の報告を（現実を直接発信）することができるためである。ウェブサ
イトを利用した情報発信において規制や技術の問題といった現実的な課題がある一方で、
学校図書館担当者は、こういったウェブサイトの利点を認識していることが大いに考えら
れる。しかし、学校図書館担当者の広報に対する意識がここまで高まっていても、予算な
どの理由から広報活動におけるウェブサイトの利用に制約が生じているという現状は、き
わめてもったいないと考える。今回の調査結果からは、わが国の学校図書館担当者の多く
は、ウェブサイトの運営に関する技術はほとんど持ち合わせていないと考えられるものの、
ウェブサイトを利用した学校図書館広報における効果を認識していても、学校図書館広報
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の充実に対する意欲を持て余している可能性も推測できる。 
第二に、学校図書館における広報の内容と、実際に学校図書館が行っている取組みにつ
いて考察を行う。学校図書館担当者のウェブサイトを利用した広報についての意識が高ま
っている可能性が高いとはいえ、現在の学校図書館が、社会に対して開かれ、評価される
に値する内容の取り組みをそもそも実践できるとは一概にいえないと考えられる。4.5.1 の
考察でも指摘したように、現在の学校図書館が発信できる広報の内容と利用者が知りたい
と考える情報の間には差異がある。そのため、学校図書館側は、広報を受ける人に対し、
より興味深い内容や、その表現に対する工夫をしなければならないという課題がある。実
際に D 小学校は、広報の学年ごとの表現に対する工夫が今後の広報の課題であると回答し
ている。専門職として学校図書館担当者を担っていない人材がほとんどであるわが国の学
校図書館において、学校図書館として発信するにふさわしい広報内容の考案や表現の工夫
まで技量が及ぶ職員は非常に少ないと考えられる。学校図書館担当者は、広報活動に対す
る熱意や意欲、その効果に対する期待は持ち合わせていても、実際に情報を発信するとな
ると、開始直後は、発信できる情報の有無に迷うことが予想される。 
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5.結論 
 本章では、本研究における調査から明らかになったすべての結果をまとめ、学校図書館
広報についての考察を行う。本研究において行った調査は、文献調査、学校図書館ウェブ
サイトに関する事例調査、聞き取り調査の 3 つである。調査は、第一に文献調査を行った。
文献調査からは、1994 年から 2013 年の 19 年間で学校図書館が抱えてきた課題や、学校図
書館広報の形態・方法、その問題点等を明らかにした。文献調査から明らかになった事柄
は以下のとおりである。 
 
(1)広報をウェブサイトで行うことの利点 
(2) 学校図書館における広報の形態と方法の種類が全国的にどのように行われているか 
(3)学校広報は、過去 19 年間でウェブサイトの利用を広報の方法として一般化したが、学
校図書館は依然として主な広報の方法を従来のアナログ形態で継続している 
(4) 学校図書館広報にウェブサイトを利用している学校の報告はあるが、学校図書館ウェ
ブサイトの利用は新しく、いまだ学校図書館広報に位置づけられているとはいえない 
 
(1)で挙げた広報をウェブサイトで行うことの利点としては、主に豊福晋平（2005）が述
べる学校ウェブサイトに対する利点を挙げる。具体的には、学校の内部透明化の実現、社
会的な学校への関心と支持の獲得が可能となること、ウェブサイトの更新頻度による情報
の信憑性の向上が見込まれるということ、マスコミが担って来た学校の現実の報道に頼ら
ずに、「学校の現実」を直接発信することが可能であるということである。また、学校ウェ
ブサイトの特徴としては、学校の自律性と活動実績を世間一般に示す唯一かつ最も効果的
な手段である100、学校ウェブサイトの掲載内容は社会に対して開かれているものである101
ということが挙げられる。ウェブサイトにはこれらの利点や特徴が見込まれることから、
学校図書館広報も学校広報と同様に、ウェブサイトを利用することで、利用者からの学校
図書館の認識や運営・活用を向上するための多様なサービスが提供できるのではないかと
考える。 
(2)については、学校図書館広報にはアナログ形態の広報とデジタル形態の広報があり、
                                                  
100 豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評
価としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
101 豊福晋平.積極的情報開示と外部評価による学校改善:学校サイトに関する触媒的外部評
価としてのコンテストスキーム.日本教育工学会研究報告集.2005,no.3, p.149-154. 
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それぞれの特徴を明らかにした。特に、学校図書館では、従来から主にアナログ形態の方
法を継続して行っている。 
(3)(4)からは、学校図書館広報においてウェブサイトを利用した広報活動は、学校図書館
の広報の方法として定着しているとはいえないことが明らかになった。こういった利用の
実例が少なく広報の方法として定着していないという現状を踏まえ、学校図書館ウェブサ
イトは、学校図書館広報としての役割をどの程度果たしているのかを知るため、次に学校
図書館ウェブサイトに関する事例調査を行った。 
 第二に行った調査は、学校図書館ウェブサイトの事例調査である。この調査では、実際
に日本の学校図書館ウェブサイトを抽出し、「学校図書館の公開情報」と「ウェブサイトユ
ーザビリティ」の 2 つの観点から評価を行い、学校図書館ウェブサイトの現状を明らかに
した。この調査の結果から明らかになったことは次のとおりである。 
 
(1)学校図書館ウェブサイトは、「学校図書館の公開情報」の観点からは、学校図書館が発
信することができると考えられる情報を十分に公開できていないということから、広報
としての役割を十分に果たしていない 
(2) 学校図書館ウェブサイトは、「ウェブサイトユーザビリティ」の観点からは、利用者
に対する配慮や工夫が不足していることから、利用者が使いにくいものとなっている 
 
これらの調査結果から、現在の日本の学校図書館ウェブサイトの充実度は低いというこ
とがいえる。 
 第三に、学校図書館担当者に対する聞き取り調査を行った。聞き取り調査は、学校図書
館の環境整備に対する政策が進んでいると見られる東京都調布市の学校図書館を対象に行
った。この調査では、実際の学校図書館における広報活動及び広報へのウェブサイトの利
用の現状について、学校図書館担当者の意識や利用者への効果を分析した。この聞き取り
調査から明らかになったことは次の 6 つである。 
 
(1)学校図書館担当者は、ウェブサイトを利用した学校図書館広報に対して実施状況に関
わらず意欲的である 
(2)学校図書館担当者は、広報を通じて学校図書館が学習において幅広く役立つという情
報を提供したいと考えている  
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(3)学校図書館担当者は、ウェブサイトを利用した広報において、主に他校の学校図書館
とより積極的な情報交換を行い、学校図書館の充実につなげたいと考えている 
(4)学校図書館担当者は、学校図書館ウェブサイトの開設・運営が困難である理由の中に
学校図書館担当者の技術不足があることを認識している 
(5) 学校図書館担当者は、今後広報が利用者に読まれるために広報内容を工夫する必要が
ある 
(6)アナログ形態の学校図書館広報の内容は利用者にあまり読まれない 
 
これらの調査結果は、調布市に限定されたものであるが、学校図書館担当者は、広報に
対する意識が低いわけではなく、むしろ、より積極的な学校図書館活動を目指して、新た
な広報活動を行いたいと考えており、広報を通じて学校図書館を充実させることに対する
熱意を持っていることが明らかになった。しかし、学校図書館担当者の学校図書館広報に
おけるウェブサイトの利用を制約する原因としては、学校図書館ウェブサイトを開設・運
営するにあたっての物的条件や行政的支援が整わないということが挙げられる。また、利
用者に学校図書館広報が利用されないことの原因としては、学校図書館広報の内容が、利
用者にとって直接的なリスクに関わることもなく無難であるといったことが考えられる。
このことから、学校図書館担当者が広報で伝えたいとしていることと利用者が学校図書館
に求めている情報の間に差異があるということがいえる。アナログ形態の学校図書館広報
の役割としては、家庭等においてコミュニケーションの下地となるという役割があるとの
指摘もみられるが、利用者に読まれるための工夫や表現に課題があるといえる。 
これらの調査結果から、現在実践されている広報の現状と、学校図書館担当者による学
校図書館広報に対する意識の 2 つの観点から学校図書館広報の充実は、学校図書館担当者
の思いに反しきわめて不十分であることがわかる。したがって、アナログ形態中心の学校
図書館の広報にでは、学校図書館に対する社会的認識の低さは改善されているとはいえな
い。ウェブサイトを利用した学校広報が充実している中で、学校図書館広報の充実度が低
いということは、学校図書館の存在は社会的に見て学校から分離しているものであるとい
う認識を持たれているともいえよう。利用者から読まれないという難点を持つ従来のアナ
ログ形態の範囲にとどまった学校図書館広報のみでは、学校図書館の社会的認識を高める
ことには限界がある。 
以上の結論から、学校図書館広報は、その効果を見直すべき時にあるということがいえ
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る。まだ事例が少なく、その充実度は低いが、学校図書館広報におけるウェブサイト利用
の効果を考慮すると、学校図書館ウェブサイトの利用は、日本の学校図書館広報の効果の
見直しを行うきっかけとなるだろう。ウェブサイトを広報に活用することの利点を徐々に
認識し始めている学校図書館担当者が現れ始めており、学校図書館担当者は、既にウェブ
サイトを他校との活動報告や交流の場にしたいといった希望を持っている。まずは、学校
図書館担当者が学校図書館の利活用に対する意識を高く持ち、学校図書館広報へのウェブ
サイトの利用の充実に向けて積極的に活動してゆくことが学校図書館の社会的認識を高め
るために重要である。一方で、日本の教育委員会等が、学校における情報発信の環境整備
を行うことも重要であろう。 
 
おわりに 
 日本の学校図書館をとりまく現状は、予想以上に改善が遅れているということがすべて
の調査から明らかになった。学校図書館は、本来、学習支援や情報発信の役に立つ重要な
機関である。本論文の執筆にあたり、様々な調査を行った結果、学校図書館の重要性を再
認識するとともに、学校図書館の積極的な利活用が円滑に行われない現状に対し、もどか
しい気持ちを味わった。 
しかし、本論文では、学校図書館の利用者である保護者と教育委員会に直接聞き取り調
査を行うことができなかったということが、課題として残った。そのため、さらに調査を
進めていくことが必要であろう。また、今後は、児童・生徒の学校図書館に対する認識に
ついても調査をしていきたい。 
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